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地図 1　北極圏

出典：�筆者作成。海氷域のデータは、“2025 Arctic Sea Ice Minimum Squeezes into the Ten Lowest Minimums”
（2025年の北極圏の最小海氷域面積は、最小値から10番目以内を記録）、米国雪氷データセンター、2025年 9
月17日、https://nsidc.org/sea-ice-today/analyses/2025-arctic-sea-ice-minimum-squeezes-ten-lowest-
minimumsによる。

注：�最小海氷域は、2025年 9 月10日の海氷域に基づく。GIUKはグリーンランド─アイスランド─英国を指す。
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地図 2　北極圏に関連した基地等

出典：筆者作成
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スウェーデン

❶ �カールスクローナ海軍基地

❷ �ゴットランド連隊

❸ �ムスコ海軍基地

❹ �エスレンジ宇宙センター

フィンランド

❺ �フィンランド陸軍司令部
（ミッケリ）

❻ �ロヴァニエミ国防関連施設�
ロヴァヤルヴィ砲兵射撃演習場

❼ �ソダンキュラ国防関連施設

ノルウェー

❽ �リュッゲ空軍基地

❾ �ソラ空軍基地

❿ �ボードー空軍基地

⓫ �ナルヴィク港

⓬ �エヴェネス空軍基地�
ラムスンド海軍基地

⓭ �アンドーヤ空軍基地、�
アンドーヤ宇宙センター

⓮ �スヴァールバル衛星地上局

デンマーク

⓯ �スクリュズストロプ空軍基地

⓰ �カーロプ空軍基地

⓱ �オールボー空軍基地

英国

⓲ �ノースウッド司令部

⓳ �RAFロジーマス

⓴ �HMNBクライド

グリーンランド、アイスランド、
フェロー諸島

� �ソルンフェリレーダー基地

� �ケプラヴィーク空軍基地

� �ピツフィク宇宙軍基地

カナダ

� �CANR �FOLイカルイト

� �CFBハリファクス
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� �CFBノースベイ

� �CANR FOLランキン・�
インレット

� �CFBウィニペグ

� �CANR �FOLイヌビク

� �CANR FOLイエローナイフ

� �CFBエスクワイモルト

米国

� �ノーフォーク統合軍司令部
（NATO司令部）

� �ピーターソン宇宙軍基地
（NORAD司令部）

� �フォート・グリーリー、�
アイルソン空軍基地、�
クリア宇宙軍基地

� �エルメンドルフ・リチャードソン
統合基地

� �アダック島

� �アレクソン空軍基地

ロシア

� �ヴィリュチンスク・リバチー
潜水艦基地

　 �ペトロパブロフスク・カム
チャツキー

� �アナディリ空港

� �ティクシ空港

� �テンプ空軍基地

� �スレドニ島飛行場

� �ナグルスコエ空軍基地

� �ロガチョヴォ空軍基地

� �グレミハ海軍基地

� �ポリャールヌイ海軍基地

　 �セヴェロモルスク�
（北方艦隊司令部）

　 �ザーパドナヤ・リッツァ潜水
艦基地

　 �スカリスティ潜水艦基地

　 �オレニヤ・グバ海軍基地

� �セヴェロドゥヴィンスク�
（セヴマシュ造船所）

　 �アルハンゲリスク港

� �クロンシュタット港

� �カリーニングラード�
（バルト艦隊司令部）、�
バルチースク港

� �フォーキノ�
（太平洋艦隊司令部）

日本

� �JASDF千歳基地

　 �JGSDF東千歳駐屯地

　 �JGSDF旭川駐屯地

� �JMSDF大湊地区隊総監部

韓国

� �鎮海艦隊支援部隊、�
釜山海軍基地

� �米陸軍大邱駐屯地

中国

� �姜各荘海軍基地

　 �魚池海軍基地

注：�CANR FOLはカナダNORAD地域前方展開拠点、CFBはカナダ軍基地、HMNBは英国海軍基地、JASDFは航
空自衛隊、JGSDFは陸上自衛隊、JMSDFは海上自衛隊、NORADは北米航空宇宙防衛司令部、RAFは英国空
軍基地を指す。
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ウクライナ戦争にもかかわらず、ロシアはバレンツ海からベーリング海峡に至る北極圏
開発の取り組みを縮小していない。過去の報告書の分析どおり、北極海航路はロシアと中
国を結ぶため、両国がロシアの北極海沿岸のエネルギー開発と海運能力開発で協力する誘
因となっている。また、同航路によって、両国は軍事的・戦略的協力を拡大し、経済的利
益を享受する一方で、米国とその同盟国に対するハードパワーの脅威を及ぼしている1。

北大西洋条約機構（NATO）の作戦地域に近いバレンツ海では、中国はロシアが米国
およびその北欧の同盟国に対してハードパワーの脅威を及ぼしやすくするよう、デュアル
ユースの役割を果たしている。中国は優先度の低い地域において米国の同盟体制に対する
新たな側面攻撃を避けてきたが、ロシアは米国およびその地域同盟国に対する核の脅威を
維持するよう兵力態勢を構築してきた。その優先事項として、バレンツ海、ノルウェー海
およびグリーンランド─アイスランド─英国（GIUK）ギャップにおける海上作戦とバル
ト海での作戦との連携が挙げられ、北極圏とバルト海地域の戦略的統合につながってい
る。ロシアと中国はベーリング海地域と北太平洋で軍事協力を強化しており、両地域は戦
略的に融合することになった。その結果、日本と韓国は北極圏への関心を高めている。

本報告書は、中国によって助長されたロシアの脅威が、北極圏における米国の全
NATO同盟国および北太平洋における同盟国である日本および韓国にとっての自国の安
全保障上の懸念を惹起すると論じるものである。しかしながら、北極圏全域に利害を有す
る北極圏国家は米国のみである。広大で人口の少ないこの地域は過酷な気象条件を特徴と
しているが、米国とその同盟国は極地対応能力をほとんど有しておらず、軍事的・戦略的
脅威が複雑化する中、かかる能力を構築する必要がある。米国は、北極圏全域において抑
止力の有効性を確保し、同盟国が本格的な戦争において自衛できるよう、共同作戦計画と
調達計画を調整する戦略的な立場にある。

米国のミサイル防衛、無人システムおよび潜水艦部隊は、北極圏における侵略の抑止
と、抑止が破綻した場合の北極圏防衛において中核的役割を果たす。しかし米軍は世界各
地で多数の要請に直面しているため、北極圏での戦争のあらゆる段階および複数の戦域に
おいて同盟国と連携して行動する必要がある。特に米潜水艦部隊への需要は高まるため、
同盟国は米国に頼るのではなく、北極圏において同等の能力を提供する必要がある。

一方、ロシアは北極圏において以下の脅威をもたらしている。
◦�北極圏の海空域における視界の悪さと監視不足に付け込んだ、米国本土および同盟国

に対する信憑性のある核の脅威
◦�バレンツ海、ノルウェー海およびGIUKギャップにおいて、潜水艦作戦を成功裏に実

施できる作戦海域の拡大
◦�北極海における係争海域の哨戒・防衛強化
◦�北極海およびバルト海地域における海上作戦の連携
◦�北極圏および北太平洋地域における中国との共同ハイブリッド作戦構想・共同軍事作

戦構想の開発

エグゼクティブ・サマリー
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したがって、作戦構想は以下の任務を達成できるものでなければならない。

◦�ロシアと中国による軍事的・戦略的作戦の漸進的拡大の抑止
◦�北極圏全域における領域認識の提供
◦�同盟国の重要民間・軍事インフラおよび能力の強靱性の向上
◦�バルト海・バレンツ海地域と北太平洋・ベーリング海地域とを統合した北欧・北太平

洋における相互運用性の構築
◦�航行の自由が脅かされている海域における商業活動および沿岸警備隊の活動を通じた

航行の自由の維持

本報告書の提言は以下のとおりである。

◦�同盟国は、グリーンランド東部における早期警戒・追跡・迎撃能力の増強、衛星によ
る情報収集・警戒監視・偵察（ISR）・ターゲティングインフラの強化、北大西洋に
おける同盟国の宇宙能力の冗長性向上により、核の脅威を軽減する必要がある。こう
した取り組みはマルチドメイン認識を強化しインフラの強靱性を高めるものであり、
デンマーク、ノルウェー、日本および韓国はこうした計画において有益なパートナー
となる。

◦�同盟国の軍は、ロシアの要塞防衛を突破し、潜水艦の出撃を阻止する無人システムを
開発すべきである。これらのシステムはバレンツ海とオホーツク海付近に配備され、
ロシアが潜水艦の作戦海域拡大を試みる際のコストを上昇させなければならない。短
期的には、ロシアの潜水艦基地近傍および排他的経済水域内での演習が対露抑止力と
なり、同国を守勢に追い込むだろう。こうした対潜水艦部隊を構築できるのはノル
ウェー、英国および日本である。

◦�同盟国は、北極圏および隣接地域におけるISRの空白を埋め、海洋状況把握能力とイ
ンフラの強靱性を強化するため、耐氷哨戒艦艇・対潜艦艇、水中センサーネットワー
ク、無人潜水艇など、より高密度で信頼性の高い監視能力ネットワークを展開すべき
である。この取り組みの鍵となるのはカナダ、デンマーク、日本および韓国である。

◦�米国、カナダおよびデンマークは商用・軍事アセットを活用し、北極海およびカナダ
の北西航路沿いで砕氷艦による哨戒を実施すべきである。こうした活動によりロシア
の係争海域での哨戒を抑制し、遠隔海域での同盟国のプレゼンスを示し、海洋状況把
握の強化につながる。また、哨戒活動により、係争海域における航行の自由の権利が
守られる。

◦�米国とその同盟国は、北極海、バルト海および北太平洋における海上軍事作戦を二つ
の共同調整戦力態勢に統合し、相互運用性と抑止力を強化すべきである。こうした取
り組みは、北極圏と二つの戦域を連携させることで、ロシアおよび露中共同の作戦計
画に対抗するものである。バルト海ではフィンランド、スウェーデンおよびデンマー
クが鍵となり、北太平洋ではカナダ、韓国および日本が貢献するだろう。

◦�韓国の極地対応港湾・造船インフラは、北太平洋および北極海航路沿いにデュアル
ユース・プレゼンスを確立できる。これにより、ロシアと中国がハイブリッド活動と
軍事活動を強化している海域における海洋状況把握が改善し、航行の自由の権利を守
ることにつながる。
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米国、アイスランド、ノルウェー、フィンランド、スウェーデン、デンマーク（グリーンランド
とフェロー諸島を含む）、英国、カナダは、共に北大西洋条約機構（NATO）の北側を担ってい
る。フィンランドとスウェーデンが各々2023年と2024年に加盟したことから、北極圏の安全保障に
利害を有する米国とその北大西洋同盟国との防衛協力および統合が強化された2。加えて、NATOの
インド太平洋パートナーである日本と韓国は、同地域がベーリング海の入口に近接していることか
ら、北極圏防衛に関心を有する同盟国ネットワークに徐々にだが確実に組み込まれてきている。し
かしながら、NATOの北極圏同盟国は同地域の安全保障上の問題への備えが十分にできていない。

ロシアはこの10年間、中国の支援を得て、北極圏の防衛力態勢を構築してきた（表 1 参照）。戦
略的競争が激化するにつれて、米国の同盟システムは、ロシアと中国からの軍事的な挑戦に対して
十分に対抗する態勢が整っていない可能性がある。懸念されるのは、ロシアが潜水艦運用を拡大
し、潜水艦発射核兵器を用いて、米国本土への信頼し得るターゲティングを維持しようとしている
ことである。米国とカナダはミサイル防衛の性能を向上させているが、極超音速ミサイル等の最新
のミサイル技術に対してはいまだ万全ではない。更に悪いことに、広範囲に及ぶ下層雲と霧により
視程が低下するため、北極圏における視界は悪い。視界の悪さにより、同盟国によるグリーンラン
ドおよび北極点上空の監視が妨げられ、ロシアが防衛を成功裏に突破できる可能性が十分にある。
実際、同盟国は、この広大な地域全域における海上・空中配備型監視能力と連携した宇宙配備型情
報収集・警戒監視・偵察（ISR）システムを十分に有していないことから、ロシアは米国に対し信
頼し得る核の脅威を与えることができる。

表 1　敵対国と同盟国の能力

中国によって助長された
ロシアからの脅威 米国および同盟国の対応能力 米国および同盟国の

対応能力の空白

戦略的地上配備型・海上配備
型弾道ミサイルによる核の脅
威

弾道ミサイル防衛（カナダと
のNORAD協力、グリーンラ
ンドのピツフィク宇宙軍基
地）、ノルウェーのアンドー
ヤ宇宙センター、同盟国の海
上哨戒機、ASWフリゲート・
潜水艦

レーダーカバレッジ、衛星通
信、海中監視システムおよび
潜水艦、宇宙能力の冗長性

ISR、船舶・航空機・小型潜
水艦を攻撃する長距離ミサイ
ル搭載の水上艦を用いた、潜
水艦運用海域を拡大するため
のハイブリッド作戦・軍事作戦

潜水艦（米国、英国、ノル
ウェー）、ISR・防空・ASW
フリゲート、沿岸警備艇、戦
闘機

極地対応の無人システム、耐
氷仕様のISR艦艇・小型水上
戦闘艦艇、潜水艦

係争海域の哨戒
砕氷艦（カナダ、米国、ノル
ウェー）

砕氷艦および耐氷型多用途艦艇、
北西航路における政府の支援を
受けた民間事業者

中国によって助長されたロシアの
北極圏戦力態勢が米国同盟国を脅かす1
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北極圏およびバルト戦域を統
合する連携のとれたロシアの
ハイブリッド作戦・軍事作戦

潜水艦（スウェーデン）、機
雷戦艦艇（フィンランド）、
ジェット戦闘機（スウェーデ
ン、デンマーク、フィンラン
ド ）、 沿 岸 警 備 艇・ 防 空・
ASWフリゲート（スウェー
デン、デンマーク、フィンラ
ンド）

戦闘機、防空・ASWフリゲート、
無人空中・水上・水中システム

北太平洋・北極圏戦域を統合
するロシア・中国共同のハイ
ブリッド作戦・軍事作戦

米国・カナダの沿岸警備艇お
よび水上艦、潜水艦、ジェッ
ト戦闘機、レーダー、衛星通
信アセット

プレゼンスや ISR のための韓国
の新興民間事業者との相互運用
性、および ISR や対抗作戦のた
めの日本の航空・海軍能力およ
び無人システムとの相互運用性

出典：筆者作成
注：�ASWは対潜水艦戦、ISRは情報収集・警戒監視・偵察、NORADは北米航空宇宙防衛司令部を指す。

ロシアは、潜水艦を成功裏に運用できる地域の拡張を図っている。これにより、ノルウェー、グ
リーンランド、フェロー諸島、アイスランド、英国といった同盟国にとり、ハイブリッドな脅威が
生じる可能性がある（地図 3 参照）。重要となる地域はコラ半島のロシアの潜水艦基地からGIUK
ギャップに抜けるルートであり、ここから大西洋にアクセスできる。このような脅威は、同盟国が
ハイブリッド作戦に成功裏に対抗できなければ、軍事作戦に至る可能性がある。例えば、2025年 8
月、米海軍ジェラルド・R・フォード空母打撃群がノルウェー軍および英国軍とノルウェー海で活
動していた際、これを脅かしてきたロシアの潜水艦を探知できなかった3。米国、ノルウェー、英
国、デンマークは、潜水艦を探知・追跡し交戦するだけの十分な水中能力を有していない。また、
これら諸国では、対潜水艦戦（ASW）や防空のため、およびロシアのバレンツ海における要塞防
衛のような敵対国の防衛の突破のためには、航空機や耐氷船を含む水上艦が不足している。現在、
ロシアの巡航ミサイル搭載原子力潜水艦（SSGN）や攻撃型原子力潜水艦（SSN）は、同盟諸国に
よる探知が困難な大西洋まで、探知されることなく到達できる見込みが大いにある。潜水艦が北米

地図 3　ロシアの北極関連の関心

出典：筆者作成
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1．中国によって助長されたロシアの北極圏戦力態勢が米国同盟国を脅かす

の海岸線に近づき、核兵器搭載可能な巡航ミサイルを装備していれば、米国本土を核攻撃の目標と
することが十分可能である。

ロシアは、特に北極海中心部のロモノソフ海嶺周辺において延長大陸棚を主張しており、カナダ
とデンマークがこれに異議を唱えている。そのため、ロシアは係争地域の哨戒・管理を行う「権
利」を主張する可能性がある。しかし、北極圏のNATO諸国はいずれも、多年氷のある遠隔地域
における挑戦を監視し対応するための砕氷艦、多用途耐氷艦艇、極地対応の無人システムを有して
いない。

デンマーク、フィンランド、スウェーデンといったNATO同盟国の防空に対する近年のロシア
による挑戦は、バルト戦域と北極圏戦域が密接に関連していることを示している。実際、ロシアは
この点を2024年に痛感し、北方艦隊と西部軍管区を解体し、その陸軍と空軍の施設・戦力・能力を
新設されたモスクワ軍管区とレニングラード軍管区に再配分した4。バルト戦域か北極圏戦域で軍事
紛争が勃発すれば、ロシアは両戦域の制海権を確保するため、連携した作戦を行うであろう。これ
は、北極海のみならずバルト海においても統合作戦を行う必要性を示している。バルト海に面した
国として、スウェーデンとフィンランドは、ロシアによる同海域への侵入を防ぐ主導的な役割を果
たす。この取り組みが失敗した場合には、次はデンマークが、ロシアが北海へ抜けるのを防ぐこと
になる。しかしながら、同盟諸国が有する水中防衛、海上防衛、防空の能力は十分ではないため、
ロシアは出入域ポイントを含むバルト海地域の制海権を獲得できる可能性がある。

最後に、海氷が溶け、北極海航路の商用およびハイブリッドな通行が増えるに従い、偶発的な事
件が軍事紛争へと発展する可能性が増大する。中国、日本、韓国の企業は北極海航路にコンテナ航
路を開設することを決定したが、これは、北太平洋戦域と北極圏戦域が統合されつつあり、日本と
韓国にとって北極圏の安全保障と防衛が自国の安全保障問題となることを示している。北太平洋を
横切りベーリング海地域へ抜けるロシアと中国の共同作戦もまた、これら地域が統合されつつある
ことを示している。このような作戦には、長距離爆撃機のような戦略能力が含まれることがある。
ロシアと中国の共同海上哨戒と爆撃機飛行は、日本や韓国の海域・空域でも実施されることがある

（同地域における中国の関心の範囲については、地図 4 参照）。早期に探知・追跡・対応するため、
日本と韓国は、北極圏防衛と抑止計画の統合に際し、米国やカナダなどの北極圏国家と共通の利害

地図 4　中国の北極関連の関心

出典：筆者作成
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を有している。

2024年以来、北極圏は米国にとって安全保障の最重要課題であった。北極圏の防衛と抑止が軽視
されれば自国の安全保障が脅かされることを、米国の政策立案者が認識していたためである。米国
はNATO諸国で唯一、戦略的関心がバレンツ海からベーリング海までの北極圏全体（地図 5 参照）
に及んでいる国である。これは、米国本土の安全保障に対する北極周辺のロシアと中国の核の脅威
による。これにより米国は、同盟諸国の防衛と抑止を調整するのに最も適した同盟国となってい
る。米国はNATOとインド太平洋の同盟諸国に対し、特にロシアが同盟国の防衛の空白を利用し、
中国が北極圏全域においてその関心とプレゼンスを次第に増大させていることから、北極圏に関す
る同盟国の作戦や調達を連携させなければ、同盟諸国の自国の安全保障が脅かされる、と認識させ
ることができる。

地図 5　米国の北極関連の関心

出典：筆者作成

アイスランド、ノルウェー、英国、カナダは、その地理的な位置と米国との長期にわたる同盟関
係により、米国の北極圏防衛力態勢に最も統合されている同盟国である。そのため、これら諸国は
NATOの北極圏防衛力態勢の要となっている。フィンランド、スウェーデン、デンマークは米国
の北極圏防衛力態勢にある程度統合されている。これは、主に同諸国の地理的な位置と防衛産業の
能力により、NATOの北極圏防衛と隣接するバルト戦域における空白を埋めることができるため
である。日本と韓国は米国の北極圏防衛力態勢に統合されていないが、その地理的な位置と防衛能
力、デュアルユース能力により、望ましいパートナー国となっている。現在の防衛上の空白を効果
的に埋めるためには、同盟国は、既存の強みや能力に基づく計画を作成し、自国に対するロシアや
中国からの現存する挑戦・潜在的な挑戦を十分に抑止する必要がある。

ロシアや中国からの挑戦に反応するのに代え、NATO同盟国とそのパートナー国は、ロシアや
中国にとっての安全保障のジレンマを創出し、高すぎるコストのため両国が軍事作戦を行うのが困
難となるような、作戦構想を作り出す必要がある。そのような構想により、ロシアと中国は守勢に
回らざるを得なくなる。例えば、同盟諸国は、相手の本拠地にある重要なアセットに損害を与える
ことができる、と示すことが考えられる。しかし現在までアプローチは機能してこなかった。同盟
国の重要なアセットを守るための前方展開と防勢作戦は、抑止には不十分であることも明らかに
なった。そのため同盟諸国は、相手の重要なアセットにより近い場所に、より攻撃的な防衛力態勢
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を構築する必要がある。新たな作戦構想を作るに際しては、米国やその同盟国が次世代能力を開発
するのを待つ時間は無い。既存の能力を異なった方法で活用して、直ちに取りかかる必要がある。
これにより同盟諸国は、次の10年間にわたり、調達が予定されている装備品を準備ができ次第、順
次統合していくことが可能となる。

次章においては、北極圏の安全保障環境について説明する。ロシアは、米国とその北欧および北
太平洋の同盟諸国の領域と海域に脅威を及ぼすとともに、航行と上空通過の自由を脅かすことが、
主に中国により可能となった。第 3 章では、短期および長期に防衛と抑止の双方を可能にし、相手
の攻勢作戦のコストを増大させる作戦構想について述べる。第 4 章では、NATOの北極圏同盟国
およびパートナー国の北極圏の防衛と抑止への貢献について評価する。同章では、同盟国の防衛力
態勢は、主に抑止というより防衛に主眼を置いているために、相手に後れを取っている状況につい
て詳述する。続いて、現在の戦力態勢の再定義により、いかに本問題の解決が可能となるか、ま
た、調達・開発計画により、いかに同盟国の軍を次第に堅固な攻撃的防衛力態勢へとしていくかに
ついて、説明する。最後に、NATOの北極圏防衛力態勢に残される空白について検討し、同盟国
が短期的・長期的にこのような空白を埋める方法について提言を行う。



66

過去 5 年の間に、北極圏の安全保障環境における緊張が高まっている。2022年、ロシアはウクラ
イナに侵攻し、ジョージア、モルドバ、ベラルーシといった諸国におけるロシアの防衛プレゼンス
は増大している。ロシアはバルト地域および北極圏の双方でハイブリッド戦を導入しており、サイ
バー攻撃を行うほか、偽情報キャンペーンや海底ケーブルの損傷行為を行っている。このような行
為は社会を不安定にしており、NATOとの陸上および海上の境界線に沿って安全保障上の緩衝地
帯を再構築し、欧州の安全保障の結束を自国に有利となるようバランスを変更する、というロシア
の決意を示している。NATO敵対国としての立場はほぼ確実に存続することから、ロシアはその
経済を欧州および北米から遠ざけ、アジアやグローバルサウスへと向けるようになっている5。

ロシアの北極圏防衛力態勢

ロシアは、2014年以来、北極圏の軍事化を熱心に行ってきた。2024年、北極圏はロシアの国内総
生産（GDP）の7.5％を占めた。それと比較して、アラスカは米国のGDPの0.3％であった6。この数
値から、西のムルマンスクと東のプロヴィデニヤの間をロシアの北岸沿いに回る北極圏の海路であ
る北極海航路の開発をロシアがなぜ望むのかがわかる7。ロシアの北極圏は、鉱物、炭化水素、水産
資源が豊かである。ロシアは同地域の防衛力態勢を、弾道ミサイル搭載原子力潜水艦（SSBN）を守
るように設計した。地上配備型大陸間弾道ミサイル戦力および移動式弾道ミサイル戦力に加え、同
艦艇により第 2 撃能力が可能となり、米国の領土に対する信頼できる脅威となるのである8。ロシア
のSSBN戦力および巡航ミサイル搭載原子力潜水艦（SSGN）戦力の大半は、ノルウェーとの国境付
近のコラ半島の北方艦隊、および北太平洋のカムチャツカ半島の太平洋艦隊に置かれている。2023
年、ロシアは最新のSSGNであるヤーセン級アルハンゲリスクを発表した。これには極超音速巡航
ミサイルおよび対艦ミサイルが搭載されている。北方艦隊には同級の潜水艦が配備されている9。

ロシア海軍の最高司令官であるアレクサンドル・モイセーエフ海軍総司令官は、北極圏を世界主
要国間の対立が起きている重要な地域と見ている。北極圏を戦略的競争の前線とみなし、ロシアは
2025年の演習「 7 月の嵐」のような作戦を開始し、モイセーエフ総司令官がその指揮を執った。 5
日間にわたる演習が行われた地域の約半分はロシアの排他的経済水域（EEZ）内にあり、残りの半
分の地域はバレンツ海のノルウェーのEEZ内であった10。

バレンツ海は、北極海航路からコラ半島への出入域ポイントとなっている。北方艦隊基地におけ
る防空および航空・地上部隊による高密度のネットワークからなる支援により、ロシアは、その戦
略的潜水艦戦力を守るとともに、年間を通じた大西洋へのアクセスを維持するため、同海路の交通
量が増大するにつれて、アクセスを遮断できるようにすることに注力してきた。ゼムリヤ・フラン
ツ・ヨシフ諸島のナグルスコエ飛行場を近代化し、複数の地対空ミサイルおよびレーダーユニット
を配備するとともに、指揮官に対し迎撃作戦を計画・実施する権限を与えた。ロシアは、バレンツ
海とカラ海の間に位置しているノバヤゼムリヤ列島を北極防空・ミサイル防衛ドームへと変え、接
近阻止・領域拒否（A2/AD）地域ネットワークの礎とした。これらの能力により、ロシアのマル
チドメイン認識と戦力投射能力が増大し、自らの弾道ミサイル潜水艦を守るバスチオン（要塞）戦
略が強化される11。他方で、ロシアはSSBN16隻、SSGN11隻、攻撃型潜水艦37隻からなる現在の艦
隊を拡大している（表 2 参照）12。また、ロシアは精密誘導ミサイル技術にも重点的に投資してお

米国─ロシア─中国の戦略的競争における
北極圏の安全保障2
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り、従来の海軍や空軍を展開せずとも、遠隔地の目標を脅かしたり海上拒否を行ったりすることが
可能となっている。さらに、ロシアは哨戒・監視プログラムや砕氷艦隊を強化しており、戦闘砕氷
艦も製造中である。現在、ロシアは43隻の砕氷艦を運用しており、このうち 8 隻は大型原子力砕氷
艦である（表 3 参照）。

表 2　運用中の潜水艦

原子力
弾道ミサイル

原子力
攻撃型

原子力
巡航ミサイル

通常動力
攻撃型

非大気依存
推進攻撃型

ロシア 16 14 11 23

中国 6 6 27 21

米国 14 50 4

カナダ 4

英国 4 5

ノルウェー 6

スウェーデン 5

韓国
6

（AIP搭載）
9 6

日本 24

出典：筆者作成
注：AIPは非大気依存推進を指す。

表 3　運用中の砕氷艦（2025 年）

ロシア
（推定）

中国 米国 カナダ 英国 ノルウェー デンマーク 韓国 日本

大型 8 3 1 2

中型 15 5 2 17 1 1 1 1

小型 20 2 1 1 3

出典：筆者作成

ロシアは、北極海岸線へのベーリング海峡入口南方のウラジオストク地域に太平洋艦隊の司令部
を置き、その潜水艦基地を堅固化している。そこでは、ミサイルや魚雷の備蓄を増大させているほ
か、新たに堅固化した潜水艦の待避所や修繕・保守施設を建設した。これにより、ユーラシア大陸
の反対側にある北方艦隊の施設への依存を回避することが可能となる13。オホーツク海は太平洋艦
隊のSSBNとSSGNを守る要塞地帯であり、太平洋艦隊のSSBNとSSGNは、その規模・質ともに北
方艦隊のものに近づきつつある。ロシアは現在、カムチャツカ半島とコラ半島において、原子力無
人水中システム（核兵器搭載型の原子力推進魚雷）であるポセイドンを搭載したオスカーII級の特
殊任務原子力潜水艦ベルゴロドを展開している14。
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北極圏における中国

北極圏全域におけるロシアの戦力態勢に中国の支援は不可欠であり、その財政的・技術的支援に
より、ロシアはNATO同盟国およびそのパートナー国に対する信頼し得る抑止の構築が可能と
なっている。

北極圏東部において、中国とロシアは米国の海域・空域内又はその周辺において、戦略爆撃機共
同哨戒や、中国海警局・ロシア国境警備局共同哨戒等の共同作戦を実施している。また、両国は、
北極圏へのベーリング海入口の南方にあるオホーツク海において、基地の共同利用の枠組みを構築
した。

北極圏西部においては、中国は、多くのリソースや注力を要する自国の軍事プレゼンスの確立よ
りも、ロシアが米国とその同盟国に対してハードパワーの脅威を及ぼすことを望んでいる。中国
は、台湾海峡、朝鮮半島、南シナ海・東シナ海、中央アジア・南アジア、南太平洋といった、自国
の利益にとってより緊急性の高い懸念となっている多くの紛争地域に関与している。そのため、ロ
シアと中国の協力関係は、主にデュアルユース分野になっている。例えば、2025年 9 月、中国が管
理しているコンテナラインであるシーレジェンド（Sea Legend）は、北極海航路を通る初の直行
輸送経路を開設した15。コンテナ経路は商用であるが、これにより中国は、北極圏全域においてISR
活動や軍事貨物の輸送が可能となる。また、ロシアの国営企業ロスアトム（Rosatom）と中国の
ニューニューシッピング（New New Shipping）は、2030年から北極海航路において通年稼働する
耐氷級コンテナ船 5 隻を建造している。このプロジェクトは、両国の経済的・戦略的協力から生じ
るハイブリッドな挑戦が高まっていることを示している16。

北極海航路における輸送協力に加えて、ロシアと中国は、海底から宇宙に至る広範なセンサー
ネットワークを構築している。これは、潜水艦探知を回避しようとする米国および同盟国の能力に
とり、脅威となる17。

また、ロシアとの軍事協力が強化されるに従い、中国のプレゼンスは北極圏全域において徐々に
広がっている。2024年 9 月、中国の軍艦 4 隻、航空機15機がロシアの海軍演習「オケアン（太洋）
2024」に参加した。また、両国は共同海軍・空軍演習である「北部・連合2024」を行い、その間、
中国軍は北極圏のベーリング海側、および日本海における作戦に参加した。そのようなロシアと中
国の演習では、ASW、防空、対無人空中システムの運用、および対海上ドローン戦に重点が置か
れた18。

北極圏の経済的・戦略的利益を確保すべくロシアと密接に協力しつつ、自国の優先事項に変化が
ある場合には、北極圏全域において自力で活動し軍事プレゼンスを築くことができるよう、中国は
能力を獲得するとともに、足掛かりを築いている。現在、中国は国内で建造された大型砕氷艦 3 隻
を運用するとともに、サルベージ作業のための半潜水艇、極軌道衛星、無人潜水艇を含む広範なド
ローンといった能力を有している。そのため、中国は、ロシアの北極圏港湾の修繕・補給施設にア
クセスできる限り、北極圏全域において活動することができる19。中国のロシアとの戦略的関与お
よびその長期的な北極への関心により、米国とその同盟国は、防衛構想や抑止計画を練る際には、
中国の行動と関心を考慮する必要がある。
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現在、ロシアと中国は、同盟国の安全保障を脅かす攻勢作戦を実施できる。例えば、両国は同盟
国の対潜水艦防衛を突破したり、デュアルユース作戦の範囲を同盟国の地域まで拡大したり、同盟
国のEEZにおいて演習を実施したり、爆撃機のような戦略能力を含む共同作戦を重要な軍事インフ
ラの周辺で実施したり、ASWのための無人システムを搭載した原子力潜水艦等の戦力を同盟国の
軍の周辺に展開したりすることが可能である。このような多くの攻撃的な挑戦は、米国と同盟国の
抑止が機能していないことを示す。ロシアと中国は、同盟国の軍と遭遇するのはロシアや中国の作
戦中枢や主要能力から離れた場所となるよう、作戦地域を拡大している。

信頼し得る抑止を提供するために、米国とその北極圏同盟国はロシアと中国の攻勢作戦を模し
て、相手の反応を迫る必要がある。指揮統制（C2）中枢や主要基地の付近で同盟国の攻勢作戦を
行うことにより、敵に対し、軍事的にエスカレートすれば戦争が引き起こされるかもしれず、それ
により紛争への勝利に必要な自らの主要能力が失われる可能性がある、と理解させやすくなる。北
極圏においては、同盟国は短期的には既存の能力に頼ることになる。例えば、このような作戦は、
バレンツ海やオホーツク海周辺のロシアの潜水艦基地に近いロシアのEEZ内等、敵対国の基地や要
塞の付近で行う合同演習に焦点を置くことが考えられる。長期的には、追加的な潜水艦の建造がな
され、水中戦用の極地対応の無人システムが装備され、その他の能力も稼働が開始されることか
ら、ロシアの潜水艦基地の付近に常設部隊を常時展開させることが考えられる。これにより、ロシ
アの攻撃的行動に対する同盟国の即時の対応を示唆することになる。

米国とその同盟国は、ロシアと中国を抑止するためには、この種の作戦にのみ頼ることはできな
い。効果を出すためには、そのような取り組みを他の作戦と連携させる必要がある。ドメイン認識
は抑止と防衛の前提条件であり、そのためには、敵対国の計画や進展を示唆している可能性がある
商用・軍事活動を探知するための監視活動が必要となる。短期的には、同盟国は既存の能力を用い
て、主に東グリーンランド海、ノルウェー海、オホーツク海付近の地域を含む北太平洋において、
海上・空中哨戒を強化することができる。当該地域におけるASW能力の使用や、同盟国による頻
繁な潜水艦活動により、ロシアの潜水艦に圧力をかけ、同盟国の作戦への挑戦を阻止することがで
きる。長期的には、監視の空白を埋めるため、同盟国はレーダーや衛星のカバレッジおよび海中監
視システムを増強する必要があろう。また、同盟国は、監視への取り組みを強化するために潜水艦
の数を増やし、アクセスが困難な地域における脅威に対応するための選択肢を増やす必要がある。
ミサイル攻撃に対応するためには、北米・グリーンランド・ノルウェー海・北極点の上空全域にお
ける宇宙配備の監視能力を継続的にアップグレードする必要があろう。極地対応の無人システムも
また、今後10年間で運用が開始されれば、同地域の監視にとり重要となる。

強靱性は抑止のもう一つの前提条件である。それ無しでは、抑止のコストは大幅に上昇する。そ
のため同盟国は、重要民間・軍事インフラおよび能力を守り、戦闘中に失われたアセットを交換で
きるよう、十分な冗長性を備える必要がある。短期的に重要インフラを守るためには、脅威を監視
しそれに対応するために、潜水艦、沿岸警備艇、フリゲート、偵察・戦闘機、宇宙配備型監視ア
セットが重要となる。長期的には、同盟国は安価な極地対応の無人システムを用いて冗長性を築き、
重要インフラを監視する必要がある。また、軍事宇宙能力の冗長性により、（ 1 ）欧州の主要同盟国
が米国に頼ることなく自力で活動することを可能にし、（ 2 ）時宜を得た監視や対応の選択肢の提供

北極圏の防衛と抑止に必要な攻勢作戦3
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に寄与し、（ 3 ）戦争が発生した場合には、同盟国は重要インフラを守る能力を維持できる。

同盟国の軍は、厳しい気候や環境により能力が影響を受ける広大な北極圏で作戦を実施するに
は、相互運用性を確保する必要がある。北極圏同盟国は、自力で敵対国の行動に対抗するにはその
数はあまりにも少なく、その困難はあまりにも多い。短期的には、抑止効果のみならず相互運用性
を確保するために、演習が主な手段となる。そのため同盟国は、周辺地域外の環境における行動に
慣れるよう、作戦地域を拡張する必要がある。これは、ロシアや中国による軍事作戦地域の拡大を
防ぐのに寄与し、複数の戦域に及ぶ二正面戦争が生じる際には、米国とその同盟国は北極圏全域で
行動できることを示すことになる。また、ロシアは作戦の際に北極圏戦域とバルト戦域を統合して
いることから、このような同盟国の共同作戦には両戦域を連携させた演習も含む必要がある。

ロシアと中国は北極圏戦域と北太平洋戦域を統合する共同作戦を実施していることから、米国
は、相互運用性を更に向上させるために、演習に日本と韓国を含めることを推進すべきである。欧
州の軍は、オホーツク海周辺のロシアの要塞防衛付近で行われる演習に参加し、カナダとアジアの
同盟国の軍は、ロシアのバレンツ海要塞防衛付近の大西洋横断演習に参加する必要がある。そのよ
うな演習を行うには、欧州大西洋およびインド太平洋の協力が重要であるとの米国からのシグナル
が必要となる。それにより、北極圏全域で作戦を実施するロシアや中国と同様の能力を有するよう
になり、同盟国内の結束と作戦実施能力を示すことにより抑止が強化されることになろう。

長期的には、同盟国は無人システム、砕氷艦、耐氷艦艇といった将来の戦争において重要な能力
を共同生産することにより、相互運用性を向上させることができる。同様に、C2システムや無人
システムといった能力を北極圏同盟国の間において共同で又は協調して取得することにより、同地
域全体における相互運用性の向上を促すことになろう。

米国とその同盟国は、全ての国に対し、北極圏における航行の自由とあらゆる海路へのアクセス
を確保する必要がある。これには北極海航路や、大陸棚の権利について複数国の主張が対立してい
る他の海域も含まれる。短期的には、韓国は北極海航路のコンテナ航路を開設する計画を継続する
必要がある。これにより、同盟国の航行を制限しようとする試みから、ロシアの海岸線沿いのシー
レーンを守ることになるからである。攻撃的な軍事対応を引き起こす可能性がある不要なエスカ
レーションを避けるためには、デュアルユース能力の使用が役に立つ。長期的には、日本も韓国の
決定と同様に、同航路に沿ってコンテナ航路を開設する可能性がある。太平洋の反対側では、カナ
ダは同国の北西航路沿いに商用航路を開設する必要がある。欧州・米国とカナダの間では、同航路
が内水・国際水域のいずれであるかについて争いがあるが、これも解決すべきである。カナダは、
同国が抱いている運用上の懸念に対して、脆弱かつ（先住民が居住しているため）文化的にも繊細
な配慮が求められる水域への責任あるガバナンスを確保するという対処を、自らの行動を通じて示
すことができる。それとともに、同盟国と連携して、北極圏内の遠隔地でのプレゼンスを確立する
ことで対処できる20。加えて、北極圏同盟国は、同地域における航行の自由を守るために、砕氷艦
を取得する必要がある。これは、同水域の一部について主張の対立があることから、ロシアがこの
権利に異議を唱える可能性があるためである。特にカナダとデンマークは、米国と協力して、航行
の自由を示すことに貢献できる。

本報告書の残りの部分においては、米国とその同盟国が、北極圏の防衛と抑止の強化に資するど
のような能力を現在保有しているか、あるいは将来保有するかについて分析する。堅固で信頼し得
る防衛と抑止を確保するために、これら諸国が今後10年間に埋める必要のある能力の空白を特定す
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る。これら諸国は、ロシアや中国の攻撃的活動に見合った監視や対応の選択肢を示す必要があり、
敵対国の北極圏C2中枢や主要基地付近においてエスカレーション行動に見合った対応をする選択
肢を生み出すことにより、敵対国のエスカレーション行動のコストを増大させる必要がある。この
分析には、北欧諸国（アイスランド、ノルウェー、フィンランド、スウェーデン、デンマーク）、
主要な戦略的同盟国（英国、カナダ）、北太平洋同盟国（日本、韓国）を含む。これは、これら諸
国が地理的に前線に位置しているためである。そのため、同諸国が連合に加わり、北極圏における
同盟国の監視や対応の選択肢を強化することは不可欠である。しかしながら、フランス、ドイツ、
オーストラリアといった同盟国は、北極圏がバルト海および北太平洋地域と統合されていることか
ら、同盟国の防衛と抑止を強化するためのパートナー国であることは明白である。これら諸国が同
盟国の北極圏防衛力態勢の空白を埋めるのにどのように貢献できるかについて、更なる分析が必要
であろう。
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作戦と調達の調整国としての米国

2014年から2024年にかけて、米国は航行の自由を守ることを優先事項とし、増大するロシアの軍
事プレゼンスに対抗するため、カナダ、アイスランド、ノルウェーといった北極圏同盟国との連携
を支援し、これら諸国の領土に部隊や装備を展開するとともに、共同作戦を実施した。加えて、
NATOはその演習や訓練のペースを加速し、ISR能力を拡大するとともに、同盟国やパートナー国
との情報共有を強化した21。しかしながら、これら加盟国による空中・水中監視、防衛・海上戦能
力（防空、対潜水艦水上戦闘艦艇、先端ミサイル技術等）、大型砕氷艦、極地対応の多用途水上艦
艇、デュアルユースの海上輸送能力、インフラ（水中センサーネットワーク、C2システム、港湾、
滑走路、道路等）への投資は不十分であった。

その結果、米国とその同盟国が有する監視・対応・維持の選択肢は不十分なものであった。この
不足により、敵対国は水域や領土を探知されることなく通行し、長期にわたり戦域の部隊を維持
し、戦闘のような状況で同盟国の軍を成功裏に脅かすことが可能となっている。2025年 8 月、ロシ
アの潜水艦は、ノルウェーの海岸線沿いに行動していた米海軍ジェラルド・R・フォード空母打撃
群を脅かした。これは、P-8哨戒機は潜水艦を探知し交戦するよう設計されてはいるが、厳しい環
境条件を伴う地域において単独で行うASW作戦には不向きであることを示していた。将来的には、
水中能力によりこれを補う必要があろう22。この状況を正すためには多額の投資が必要であり、北
極圏のNATO諸国およびパートナー国という小さなグループにとっては非常に困難である23。

2024年以降、米国は北極圏の防衛と抑止に本格的に重点を置いてきた。しかしながら、北極圏の
安全保障に利害を有する欧州およびインド太平洋の米国同盟国の大半は、バルト海や黒海地域、台
湾海峡、朝鮮半島といった、自国の防衛能力への競合するニーズを抱えている。このようなニーズ
は米国の防衛重点事項と重なる傾向にあり、その結果、これら諸国は北極圏の防衛を軽視し、同地
域に大きな空白が生まれることになった。米国防総省は2024年に北極圏戦略を発表し、監視の改
善、ロシアと中国の抑止、地域の戦力態勢強化のための同盟国との連携の必要性を指摘した24。北
極圏防衛に利害を有しているのは比較的少数の同盟国であり、防衛予算が限られていることから、
特に厳しい気象条件や広大な距離により特別な装備や戦力が必要とされる中で、軍隊を十分に改善
することが困難となっている。また、同盟国の軍は、年間を通じた航行がますます可能となってき
ているロシアの広大な北極海航路のようなものを有していない。そのため同盟国は、ロシアと中国
を十分に抑止するため、北極圏の調達と作戦の作業を分担すべく協力する必要があろう。

米国の軍事力に比較して劣勢にある敵対国のロシアは、北大西洋とその周辺において自らの地政
学上・地経学上の課題を追求するためには、米国本土に対し信頼し得る核の脅威を突き付ける必要
がある25。北極圏は米国を目標とする弾道ミサイルの最短飛行経路となっていることから、重要な
防衛の最前線である。そのため、アラスカは米国本土のミサイル防衛アーキテクチャの中心であ
り、これには地上配備型迎撃ミサイル、長距離レーダー、C2システムが含まれる26。米国は、アラ
スカ中部のクリア宇宙軍基地にある長距離識別レーダー（LRDR）やアリューシャン列島のシェミ
ア島にあるコブラディーン・レーダーを含む多層的な防衛システムを開発している。加えて、長距
離・高速ミサイルの脅威を追跡し反撃するため次世代迎撃ミサイル（NGI）を開発しており、これ

地域戦力態勢への同盟国の貢献4
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には大陸間弾道ミサイルや極超音速兵器も含まれる。これらは、アラスカのフォート・グリーリー
にある既存の地上配備型迎撃ミサイルに取って代わるか、又はこれを補強するものとなる27。米国
宇宙軍の2026年予算要求は、ミサイル防衛構想「ゴールデン・ドーム」への157億ドルを含み、宇
宙配備型センサーや迎撃ミサイル、グリーンランド北西部のピツフィク宇宙軍基地や北極通信シス
テムの近代化の重要性が強調されている28。

現在、米国とその同盟国は、十分な北極衛星通信能力を有していない。これにより、精密誘導兵
器や航路認識に問題が生じる。宇宙配備型ISRレーダーシステムは、海上および空中配備型ISR能
力を支援するには不適当であり、グリーンランド東部や北極点の上空の一部は監視されていない。
このような問題に加え、米国はNATOの宇宙能力の多くを提供していることから、冗長性が不足
している29。欧州は、自前の北極圏宇宙軍事能力をほぼ有していないことから、米国を頼らず自力
でISR作戦を実施したり、戦闘を想定した状況下において自力で目標と交戦したりすることはでき
ない。加えて、グリーンランド東部沿岸やバレンツ海における潜水艦探知・追跡能力は依然として
不足している。最後に、北極圏では視界が悪く、下層雲と霧に広く覆われているために視程が低下
する。

その結果ロシアは、米国とその同盟国に対し命中前に探知されることなく核攻撃を成功裏に行え
る可能性が十分にある。例えば、ロシアのボレイ級SSBNは、バレンツ海やグリーンランド東海岸
沖のような場所で、北極氷原に隠れて弾道ミサイルRSM-56ブラバを搭載することができる。その
後、艦艇はクイーンビクトリア海のような発射位置に移動することができ、それによりミサイルは
極軌道をとることが可能となり、北米への飛行時間を最小化するとともに、高密度のレーダー網を
回避することができる。2025年11月に行われたハドソン研究所による北極圏の軍事シミュレーショ
ンでは、ノルウェー海とGIUKギャップにおけるISR能力が不十分なことから、ロシアのSSNと
SSGNは大西洋に到達できる可能性が十分にあり、海岸線に十分近づくことができれば、そこから
核兵器搭載可能な巡航ミサイルを北米に向けて発射できることが判明した。

米国はSSBNを14隻、SSGNを 4 隻、SSNを54隻運用している。後者は船舶や潜水艦を沈め、情報
を収集し、巡航ミサイルの発射を行うことができ、ロシアの潜水艦戦力に対する不可欠な対抗手段
である。米国の潜水艦戦力は世界最大で最も高い能力を有しており、米国は信頼し得る第 2 撃能力
を有している。しかしながら、ロシアと中国の海底から宇宙に至るセンサーネットワークは、米国
が潜水艦戦力を運用・隠蔽する能力をますます脅かしている。バレンツ海のロシアの要塞防衛突破
が必要となる本格的な戦争においては、米国の潜水艦に頼ることはできない。これら潜水艦は北極
圏戦域以外の場所で活動する必要があるかもしれないからである。米国はまた、高リスクの環境に
おいて自国の潜水艦の運用を認める利点について、慎重に検討する必要があろう。より安全な戦略
として、潜水艦に同行するチームを運用することが考えられる。潜水艦、水上艦、航空機、無人シ
ステムを含む運用チームのような手段により、有人潜水艦の必要性が限定される。このようなチー
ムは対レーダーミサイルを発射してレーダーを破壊し、水中デコイ作戦を実施して火器管制システ
ムを混乱させ、センサーを妨害又は圧倒し、機雷の掃討・敷設を行うことができる30。

米国の潜水艦戦力は、本格的な戦争で北極圏における脅威へ対応する主導的な役割を果たすこと
はできないかもしれないが、米国は海軍・空軍防衛力態勢を拡充することにより、監視・対応能力
の増強を図っている。米国沿岸警備隊の新たな北極管区は、その砕氷艦隊を拡充しロシア艦隊との
差を埋めるための資金が確保されている。2025年、「一つの大きく美しい法案」（OBBBA）により、
新たに大型砕氷艦 3 隻、中型極地砕氷艦 3 隻、小型・中型砕氷艦10隻の予算が確保された。現在、
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米国沿岸警備隊は耐用年数が迫っている砕氷艦 2 隻と、石油関連業務のために建造され後に改修さ
れた砕氷艦 1 隻を運用している31。米国沿岸警備隊の北極管区はまた、母港の改良を提案したほか、
更に複数のカッター船を就役させ、北極圏の安全保障のためのカッター船 6 隻の契約に署名した。
沿岸警備隊の2026年予算要求には、カッター船新造のための9,200万ドルや、北極圏のインフラ改
良のための予算が盛り込まれている32。加えて、OBBBAの造船条項は米国海軍の北極圏におけるプ
レゼンスを強化する可能性が高い。特に、政策立案者は、潜水艦と共に海戦に参加するよう設計さ
れた小型砕氷艦に投資する必要がある33。戦力投射と抑止を強化するため、米国空軍はF-35ライト
ニングIIのような第 5 世代戦闘機を運用している。OBBBAは、アラスカ州アリューシャン列島の
アダック島等にある既存の北極圏インフラの開発や、アイルソン空軍基地およびエルメンドルフ・
リチャードソン統合基地における活動支援に必要な資金を割り当てることにより、こうした航空機
の北極圏における運用に資することとなろう34。

北極圏では、人員不足および戦争が発生した際に有人能力に頼るコストやリスクにより、水中無
人システムが不可欠である。米国海軍のドローン計画では、ソフトウェアの障害やヒューマンエ
ラーという問題が生じている。しかしながら米国は、人的指揮を要せずともスウォーム（群）で行
動できる自律的な艦隊を構築することを目指している。水中ドローンは潜水艦の活動範囲を拡張す
るとともに、状況把握を向上させ、戦闘効果を高めることにより、水中戦において重要な役割を果
たす。OBBBAには、海上自律システムのための約50億ドルが盛り込まれている。海軍がシステム
の可能性と限界に関する理解を深め、戦術を適応させることができれば、これにより水中戦の性質
が変わることとなろう35。

米国は長年にわたり北極圏防衛力態勢を軽視してきたが、それにもかかわらず、北極圏全域にお
ける抑止と防衛に必要なマルチドメイン能力に最も貢献している国である。米国本土にミサイル防
衛を提供しているほか、北極圏の監視・対応活動や本格的な戦争に不可欠な無人システムを開発し
ている。また、その潜水艦戦力は世界最大かつ最も能力が高い。本章の残りの部分では、米国の同
盟国が、米国の防衛力態勢を強化するため、どのように北極圏の抑止と防衛に貢献できるかについ
て検討する。

北欧の同盟国

アイスランド、ノルウェー、フィンランド、スウェーデン、デンマーク（グリーンランドおよび
フェロー諸島を含む）は、NATOの北極圏防衛力態勢の北部側面を構成している。アイスランド
は国防軍を有していないが、前方防衛力態勢に関する米国およびNATOとの協力により、北極圏
の防衛と抑止に重要な役割を果たす。ノルウェー、フィンランド、スウェーデンは、その領土と海
岸線がロシアとの前線を構成しているため、北欧防衛協力の要である。デンマークはグリーンラン
ドおよびフェロー諸島の防衛に責任を有していることから、空中・水中監視および潜水艦追跡に重
要な役割を果たす。

アイスランド

アイスランドはGIUKギャップという戦略的な場所に位置しており、大西洋に向かうロシアの
SSBN、SSGN、SSNが通行する場所となっている（アイスランドの北極関連の関心の範囲について
は、地図 6 参照）。アイスランド自体は軍隊を有しておらず、軽武装の沿岸警備隊があるのみであ
る。2016年と2017年に、米国防総省とアイスランド外務省は、NATOの共同防衛への貢献を継続
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するというアイスランドのコミットメントを再確認する合意に署名を行った。この合意には、領空
警備に対する受入国支援、およびASW部隊等の輪番制による派遣の増加が含まれている。同合意
ではまた、アイスランドを軍事的手段で防衛する米国防総省の計画も承認された36。

地図 6　アイスランドの北極関連の関心

出典：筆者作成

米国がアイスランド防衛への関心を新たにしたのは、GIUKギャップにおけるロシアの潜水艦活
動が増加したためである。この合意により、米国におけるアイスランドの評価は高まり、アイスラ
ンドはNATOにおいて自国の実力以上の役割を果たしている、と認識された37。アイスランドは
NATO防衛の一部として防空・監視システムを運用している。これは領空警備のための同盟国航
空機の定期的な派遣を含んでおり、迎撃能力を提供している38。同国はまた、同盟国をASWに備え
て訓練するための「ダイナミック・マングース」等のNATOの主要演習を主催しているほか、米
国に対し派遣を統制・実施するための受入国支援を提供している。ロシアがその北極圏防衛力態勢
を強化する中、この支援により米国は対応が可能となっている。2025年12月、カナダとアイスラン
ドの沿岸警備隊は、捜索救助、砕氷、環境対応、船舶通航支援等業務、リモートセンシング、海洋
状況把握等の北極圏での活動における協力を深化させるための基本合意書をレイキャビクで署名し
た。この合意により、北極圏の欧州・北米部分全域における即応態勢が強化される39。

これまで、米国はアイスランドにおいて実戦上信頼できる重要なプレゼンスを徐々に確立してき
た。それを支えているのは、多用途哨戒機P-8Aポセイドンである。同機はISRおよび対水上戦・対
潜水艦戦向けに設計されており、ロシアの潜水艦の追跡や交戦、北米・欧州間の海底ケーブル等の
インフラ防護に適している。ノルウェーと英国はその後P-8A哨戒機を取得し、米国と共にケプラ
ヴィークから定期的に戦闘機、哨戒機、偵察機で活動している40。ケプラヴィークはまた、2021年
以降、定期的に運用されている米国の戦略爆撃機B-2スピリットの拠点となっている41。同機は通常
兵器および核兵器を運搬でき、そのステルス性ゆえに敵の洗練された防衛を突破し、ノルウェー北
部近傍のコラ半島に配置されているロシアのSSBNのような厳重に防護された目標を脅かすことが
できる。空中・海上作戦を支えるため、NATOはケプラヴィーク周辺のヘルグヴィーク燃料貯蔵
施設の拡張を承認し、その工事は2026年後半に開始され2029年に完成する見込みである。これによ
り25,000立方メートルの船舶用燃料の容量が追加され、同盟国の活動を支援する新たな施設となろ
う42。
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2023年、アイスランドは、北極圏におけるロシアの軍事プレゼンスに対する同盟国の監視・対応
を助けるため、米国潜水艦の整備寄港の受け入れを開始した。これには、重要な海底インフラの防
護も含まれていた。アイスランドは公式には核兵器を搭載した米国潜水艦の寄港を認めていない
が、アイスランドは潜水艦の調査は行っておらず、訪問する潜水艦は核兵器を搭載していないとい
う米国からの確約に依存していることから、実際には「聞くな、言うな」の規定に従っている43。
2025年 7 月 9 日、米国海軍ロサンゼルス級攻撃型潜水艦ニューポートニューズ（SSN-750）は、米
国原子力潜水艦による史上初のアイスランド寄港を実施した。これは、ハイノース（北極圏地域）
における海底協力と目に見える抑止が深化したことを示している44。アイスランドはまた、2025年、
重要インフラや民間の備え等の防衛関連能力の支出を2035年までにGDPの1.5パーセントへ増やす、
というNATOの決定を受け入れた45。このコミットメントには、ケフラヴィーク空軍基地、アイス
ランドの港湾、受入国支援への追加支出が含まれる46。2025年、クリストルン・フロスタドッティ
ル首相は、アイスランドには常設軍は無いが、北極圏防衛に「自腹を切る」必要がある、と述べ、
その態勢や支出を調整することを示唆した47。首相によるその発言の前に、アイスランドは 5 月に
北極安全保障政策円卓会議を開催し、米国、カナダ、グリーンランドやフェロー諸島を含む北欧諸
国の防衛当局高官が参加した。同会合は北極圏の安全保障におけるアイスランドの招集能力を示す
こととなった48。

自国の軍隊を持ってはいないが、アイスランドは、長期にわたり米国の北大西洋防衛プレゼンス
の一部である。この役割において、アイスランドの主要な任務は、NATO同盟国やそのパートナー
国を脅かすロシアの核搭載可能な潜水艦を、同盟国が追跡し要すれば交戦することを支援すること
にある。ロシアによる北極圏の軍事化が進むに従い、アイスランドはNATOおよび米国からの追
加配備の要請を迅速に承認した。新たな戦略的競争の早期の段階において、米国からのより強力な
防衛力態勢への要請に対するアイスランドの前向きな態度により、アイスランドは、GIUKギャッ
プやノルウェー海において活動する米国の前方展開態勢に不可欠な要素となっている。その結果、
アイスランドは北極圏の北大西洋部分における抑止と防衛に主要な役割を果たしている。

ノルウェー

ノルウェーは北欧諸国の中では唯一純粋な北極圏の国である（同地域におけるノルウェーの関心
の範囲については、地図 7 参照）。戦略的に重要な位置にあり、コラ半島においてバレンツ海周辺
でロシアと国境を接している。ロシアの潜水艦基地は、ノルウェー国境から40～110キロメートル

（約25～70マイル）離れたところにある。同基地から北大西洋に向け出発した潜水艦は、まずはノ
ルウェーのスヴァールバル諸島とノルウェー北部の間に位置するベアーギャップを航行する必要が
ある。NATO諸国との軍事紛争においては、ロシアはその戦略ミサイル潜水艦と北大西洋へのア
クセスを守るために、ベアーギャップを支配しようとするであろう49。スヴァールバル条約は、ス
ヴァールバル諸島への軍事基地や要塞の設置を禁じているが、ノルウェーは抑止のために周辺海空
域を定期的に哨戒している。同国のスヴァールバル衛星地上局は、低軌道極軌道衛星に対し、地球
の自転に伴い衛星が周回するたびにこれを監視しサービスを提供できる唯一の北極圏の施設であ
り、同盟国の北極圏監視の中枢となっている。これによりほぼ連続した衛星飛行が可能となり、気
象データ受信、ISR活動、航行支援を助けている50。

米国とノルウェーは1950年の相互防衛援助協定を2021年に更新するとともに、補足防衛協力協定
も締結した51。これにより、米国はリュッゲ、ソラ、エヴェネスの航空基地や飛行場施設の建設が
可能となったほか、米国にラムスンド海軍基地へのアクセスが与えられた52。これにより米国は、
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ロシアの潜水艦がバレンツ海を出てノルウェーの海岸線を南下する際、海上哨戒機P-8Aポセイド
ン等を用いて、その追跡や交戦を行うことが可能となる。2024年、両国は改正された補足防衛協力
協定に署名し、これにより米国の軍装備品、弾薬、およびその他戦争物資の貯蔵場所を大幅に拡大
することが可能になるとともに、米国に対しアンドーヤとバルドゥフォスを含む12の軍事区域への
制限のないアクセスが付与された。

フィンランドとスウェーデンのNATO加盟により、ノルウェーのナルヴィク港は、米国が人員
や装備を下ろすために定期的に使用する北欧の主要な増援の拠点となった。ノルウェーはまた、 2
年に 1 回開催される「ノルディック・レスポンス」のような北極圏における重要な演習の主要な主
催国となった。同演習においては、NATO諸国は訓練の実施に加え、相互運用性を高め、極寒の
気象条件下での危機対応を強化している。2025年10月、NATOはノルウェー北部のボードーに連
合航空作戦センターを開設し、C2の冗長性を高め、それにより欧米の同盟関係にとって北極圏の
重要性が高まっていることを強調した53。北極圏の重要性を改めて強調する形で、2025年12月、ブ
ルンサム統合軍司令部（オランダ）ではなくノーフォーク統合軍司令部（米国バージニア州）が
NATO北欧諸国の司令部となった。これにより米国が中心的な調整役を担うこととなり、欧米間
の増援計画が強化されることとなった54。

米・ノルウェー間の協力協定により、両国はノルウェー北部のアンドーヤ空軍基地を統合作戦基
地として使用することが可能となる。両軍は、ここから長距離精密兵器を発射するとともに、警戒
センサーを備えた衛星地上局により飛来する巡航ミサイルを追跡し、巡航ミサイルに対する防空を
実施する。また、アンドーヤ宇宙センターは、米国とノルウェー防衛のための機器を搭載した北極
圏ブロードバンド衛星の打ち上げ場でもある。ロシアの核の脅威により、ノルウェーの宇宙能力は
米国宇宙軍の支援に十分ではないにせよ非常に重要な役割を果たしている55。2024年 4 月、ノル
ウェーと米国は、事前察知・警告と同盟国のミサイル防衛統合を強化するために、この種のもので
初となる巡航ミサイル早期警戒衛星地上局をアンドーヤに開設すると発表した。その後、2024年 8
月、米国宇宙軍、スペース・ノルウェー（Space Norway）、ノースロップ・グラマン（Northrop 
Grumman）は、ハイノース（北極圏）全体をカバーするよう設計された 2 機からなる衛星コンス
テレーションの打ち上げを行った。その結果、機密性の高い米国軍事衛星通信機器およびノル
ウェーの軍事ブロードバンド機器が、商業衛星コンステレーションで国際的パートナーと初めて統

地図 7　ノルウェーの北極関連の関心

出典：筆者作成
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合された56。加えてアンドーヤは、緊張が高まっている海域において連続した状況把握や潜水艦活
動の監視を行うよう調整されたセンサーやシステムを備えた大型ドローンの北極圏基地となってき
ている。ノルウェー国防物資庁は、いかにMQ-4CトライトンやMQ-9Bシーガーディアンといった
高高度長時間滞空型（HALE）・中高度長時間滞空型（MALE）海上無人航空機（UAV）が、バレ
ンツ海やノルウェー海におけるノルウェー、英国、米国のP-8Aポセイドンによるカバレッジを補
完できるかについて理解するために、コンセプト選定調査を実施している57。水上艦や水中ドロー
ンを含むASW艦隊の一部として空中ドローンを開発することにより、アンドーヤ・ドローン基地
は、コラ半島の潜水艦基地を守るロシアのバスチオン（要塞）戦略を突破する中枢となろう。

ノルウェーの防衛産業基盤はまた、北極圏の文脈で重要となっている。宇宙産業に加え、ノル
ウェーのミサイル生産、デュアルユース船舶やヘリコプター搭載型耐氷級沿岸警備艇の建造、およ
びF-35エンジンの保守整備といった58、北極圏の文脈で非常に重要な専門性の高いニッチな分野を
提供している。2023年および2024年、9,800トン級のヤン・マイエン級砕氷哨戒艦 3 隻が全て引き
渡され、就役した。そのため、長期航行が可能なヘリコプター搭載型の船舶により、スヴァールバ
ルとハイノースにおけるプレゼンスが確保された59。ノルウェーはまた、MH-60Rシーホークにより
海上ヘリコプター能力を再構築しており、その引き渡しに先立ち、2025年10月に初の甲板着陸を実
施した。

2024年の艦隊計画によれば、ノルウェーはティッセンクルップ・マリン・システムズ（TKMS）
212CD級潜水艦を 6 隻建造する予定であり、2029年に引き渡しが開始される予定である60。ノル
ウェーはまた、ヘリコプター搭載型の26型ASWフリゲートを少なくとも 5 隻建造するとコミット
しており、2030年に引き渡しが開始される予定である61。当該フリゲートは、英国海軍との間で互
換性のある共同艦隊として運用されることが意図されている62。このような海軍への投資は、ボー
ドーの連合航空作戦センターや米国およびその他の同盟国の軍に付与するアクセスの拡大といっ
た、より広義のNATOのC2の変容と連携している。その貢献により、連携して改善がなされてい
る海洋状況把握、空中哨戒、ノルウェー海やバレンツ海全域における増援ルートについて、一層の
改善がなされることになる。

ノルウェーは、北極圏にあるその戦略的な位置の活用に適切な注意を払い、ロシアによる核の脅
威からの同盟国の領域・海域防衛に資するよう、複数の領域における主要な能力を構築した。ノル
ウェーは、北欧の兵站拠点、同盟国の空中C2、北極圏の宇宙の拠点、ASW水上・水中アセットを
築く先駆者であり、これらはGIUKギャップおよびベアーギャップにおける米国やNATOの前方展
開態勢と密接に統合されている。このような投資は、同盟国が将来の戦争に備える助けとなる。北
極圏が米国の2024年防衛・安全保障計画の主要な焦点となる中、ノルウェーの艦隊計画が開始され
る準備が整った。全体的にノルウェーは、北極圏の防衛と抑止に対し、同盟国の前方展開部隊に統
合された形で不可欠かつ時宜を得た貢献をしてきた実績があり、そのため実戦上信頼できる北極圏
防衛力態勢を構築する上で重要な国となっている。

フィンランド

フィンランドは、北極圏の国というよりもバルト海の国であり、米国本土の安全保障にとり、ア
イスランドやノルウェーほど重要ではない。しかし、NATOの北部側面の安全保障にとっては重
要である（同地域におけるフィンランドの関心の範囲については、地図 8 参照）。そのため、過去
10年間にわたり、フィンランドは運用面でNATOに完全に統合されていた。2023年のフィンラン
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ドのNATO加盟により、主に同国が第 5 条に基づく相互防衛へのコミットメントの対象となった
ほか、防衛イニシアチブの推進が可能となり、それにより国家防衛計画からNATO地域防衛計画
へと移行した63。

地図 8　フィンランドの北極関連の関心

出典：筆者作成

フィンランドのロシアとの陸上国境は1,340キロメートル（830マイル）であり、これは欧州連合
加盟国とロシアとの間の国境の中で最長である。そのため、フィンランドはNATOの北部側面の
前線国家となっている。同国の戦略的重要性は、その領空・領土を防衛することにより、ロシアに
よるスカンディナヴィア半島への侵略を抑止するとともに、北極圏海上の同盟国の軍と戦闘すべく
展開されたロシアの空中・サイバー ・陸上能力を撃破することにある。ロシアとの地理的近接性、
1939～40年の冬戦争によるロシアへの領土の10％の割譲、戦後の対ロシア中立・善隣関係政策によ
り、フィンランドは対ロシアの信頼し得る民間および軍事抑止・防衛態勢を継続して維持するよう
になった。例えば、フィンランドは長期にわたり大規模な野戦砲能力を維持している。2022年、
フィンランドは、防空・戦闘即応体制の近代化のため、F-35ジェット戦闘機64機を発注した64。これ
らにより、フィンランドは北極圏における同盟国の防衛力態勢、特にロシアの監視・抑止、および
ノルウェーとスウェーデンの増強にとり、重要となった。

2023年、フィンランドがNATOに加盟した後、米国とフィンランドは防衛協定に署名し、それ
により米国はフィンランドの15の軍事基地・演習場へのアクセスを得た。米国はフィンランドへ防
衛装備、補給物資、物資、兵士を持ち込むことができ、米国のみがアクセスを有する軍事区域を設
けることができる。これには、空軍基地 4 か所、軍港 1 か所、同盟国の装備や増援の輸送に資する
ロシアに近いフィンランド北部ケミヤルヴィへ向かう改良された鉄道インフラが含まれる。また、
米国によるコラ半島周辺のイヴァロ国境警備基地、ロヴァヤルヴィ等の大規模演習場、ミシの貯蔵
施設へのアクセスも可能と考えられる65。

対ロシア前線にある国として、フィンランドはノルウェーやスウェーデンとのより緊密な防衛協
力を主張してきた。フィンランドは、ノルウェーよりもコラ半島のロシア潜水艦基地から大幅に離
れており、海上アクセスというより陸上アクセスを提供している。そのため、バレンツ地域におけ
る同盟国による直接的な海上拒否においては、補助的な役割を担っている。しかしながら、スカン
ディナヴィア北部の相互依存関係により、フィンランドは、いかなる軍事作戦においても、初日か
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ら北欧近隣諸国との相互運用性を確保する必要がある。そのため、NATOの2024年に行われた兵
站演習では、米軍旅団の車両とコンテナをナルヴィク港からスウェーデン経由でフィンランドへ輸
送する訓練が行われた。また、ノルウェーは、ナルヴィクから出発するオーフォート鉄道を改良
し、フィンランドへの同盟国の軍事モビリティを重視していることを明確に示した。加えて、フィ
ンランド、ノルウェー、スウェーデン、デンマークは、衛星や全地球測位システム（GPS）から独
立して機能する高周波無線に関する枠組み合意に署名した。この合意の一環として、フィンランド
とスウェーデンは、強靭な見通し外通信を強化するため、1,800万ドルの携帯型認知ネットワーキ
ング高周波無線機の発注を行った66。

ロシアとの地上国境が長距離にわたることから、フィンランドは欧州北部全体の防衛にとり重要
である。2024年、NATOは北部複数軍団陸上構成部隊司令部（MCLCC-N）を創設することを決定
した。これはミッケリのフィンランド陸軍司令部に併設される。危機においては、MCLCC-Nは
ノーフォーク統合軍司令部の下、ハイノース（北極圏）の陸上作戦を主導することになる67。
NATOはまた、ロヴァニエミとソダンキュラにおいて、枠組み国家であるスウェーデンと共に前
方陸上部隊（FLF）プレゼンスを創設し、フィンランド北廊沿いの抑止強化を図る68。このような
司令部構造により、フィンランドはNATOの北部地域計画における陸上作戦の要として組み込ま
れている。

フィンランドは、その防衛産業力により、北極圏の能力構築に中心的な役割を果たすことができ
る。フィンランド湾とボスニア湾沿岸という位置および冬期航行の歴史に支えられ、フィンランド
は造船所やサプライヤーを含む世界的な競争力のある砕氷艦エコシステムを有しており、複雑な船
舶を少量生産することができる。冷戦中および冷戦後、フィンランドはロシアの砕氷艦の最大の供
給国の一つであった。ロシアの投資家は、その最大の建造所であるヘルシンキ造船所（Helsinki 
Shipyard）を2013年に取得したが、2022年のウクライナ侵攻により、売却せざるを得なくなった。
英国の投資家が所有しているカナダのデイビー造船所（Davie Shipbuilding）は、2023年にヘルシ
ンキ造船所を買収し、これによりカナダとフィンランドの北極圏の造船技術が結びつくこととなっ
た69。

フィンランド国有企業アークティア（Arctia）は、フィンランドの砕氷船団を運用しているが、
2013年以来、砕氷艦の使用に関する米国との協力に取り組んでいる。当初フィンランドは、冬期に
使用した中・大型砕氷艦 7 隻を、米国とカナダの海域で北極圏での活動が行われる夏期に米国と共
有することを提案した。この取引は実現しなかったが、2015年、米国は自国の砕氷艦能力を改良す
る必要性について、検討を開始した。

米国は砕氷艦を僅か 2 隻（大型 1 隻、中型 1 隻）しか保有しておらず、 3 隻目を就役させたとこ
ろであり、追加船舶が確保されるまで、米国沿岸警備隊は引き続きこれら船舶を運用していくこと
になる。2019年、米国防総省は米国に拠点を置くVTホルター（VT Halter）に北極圏の安全保障
のためのカッター船の契約を発注し、もう 2 隻を建造するオプションを付けたが、費用と建造期間
の超過により、米国は他の可能性を探るようになった70。2024年 7 月、ワシントンで開催された
NATOサミットにおいて、米国、カナダ、フィンランドは、砕氷船協力協定（ICE協定）を発表
し、この締約国は砕氷船の共同開発・製造を表明した71。第 2 次トランプ政権は、極地用船舶43隻
からなるロシアの艦隊に見合うだけの新たな砕氷艦隊を建造することを狙い、引き続きICE協定と
米・フィンランド協力を重視した。カナダもまた、砕氷艦隊の近代化および拡大にコミットし、カ
ナダ沿岸警備隊で使用する極地用大型砕氷艦 2 隻を発注した。フィンランドの造船企業は、双方の
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建造プロジェクトの一部を担うことになる72。

カナダのデイビー造船所は、米国の砕氷艦建設を円滑に進めるため、テキサスガルフコースト造
船所を買収しようとしている。しかしながら、フィンランドは移転が容易ではない独自のノウハウ
を有していることから、砕氷艦は米国沿岸警備隊とフィンランド造船企業との間の商業契約枠組み
の一部となっており、2025年10月、トランプ大統領はこれに署名をした。2025年12月、米国沿岸警
備隊は、北極圏の安全保障のための中型カッター船最大 6 隻の契約を発注した。フィンランドのラ
ウマ・マリン・コンストラクションズ（Rauma Marine Constructions）は、最大 2 隻を建造し、
最初の 1 隻を2028年に引き渡す予定である。フィンランドの設計を用いて、ボリンジャー造船所

（Bollinger Shipyards）はルイジアナにて最大 4 隻を建造し、最初の 1 隻を2029年に引き渡す予定
である73。ICE協定はこのような発注を後押ししており、フィンランドの産業界が設計、モデリン
グ、製造能力を提供することとし、フィンランドに対し同盟国の極地対応船舶建造において長期に
わたる役割を与えている。

北極圏の国というよりもバルト海の国であり、米国本土の防衛にはノルウェーやアイスランドに
比べ補助的な重要性しか有していないが、10年以上にわたり、フィンランドはその砕氷艦建造能力
で米国と関与しようとしており、米国が小規模で老朽化が進む自国の艦隊を近代化する必要性を注
視している。同時に、フィンランドが対ロシアの大陸側の前線にある国として戦略地政学上の場所
に位置していること、および空軍・陸軍の近代化により、フィンランドは、北極圏防衛および増援
計画において、米国と同盟国に対し重要な補助的役割を果たすことが可能となっている。

スウェーデン

フィンランドと同様、スウェーデンは北極圏の国というよりもバルト海の国であり、ロシアとは
陸上で国境を接していない（同地域におけるスウェーデンの関心の範囲については、地図 9 参照）。
しかしながら、同国はバルト海上の戦略的な海洋拠点にあり、ロシアのレニングラード軍管区の反
対側に位置している。この管区はロシア北極圏とロシアの飛び地カリーニングラードの大半を占め
ており、ロシアがここに核搭載型システムを配置し、弾頭まで保管している可能性があると
NATOは見ている。そのため、同盟国は同地域のISRおよび制海権を要している。スウェーデンの

地図 9　スウェーデンの北極関連の関心

出典：筆者作成
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ノルウェーとフィンランドとの陸上国境により、スカンディナヴィア北部全域においてロシアの陸
上からの攻撃を抑止することは、戦略的に重要である。米国は欧州が欧州防衛についてより大きな
負担を負うことを期待していることから、前線にある同盟国にとり、同盟国からの増援が到着する
までの間、自らの地域を抑止・防衛する能力の必要性が高まっている。スウェーデンはその地理的
位置と能力によりこの取り組みを支援することができ、バルト海地域のNATO前方防衛において
主要な役割を果たすことができる。同国はNATOに2024年 3 月 7 日に加盟し、それにより運用上
の統合が正式なものとなり、全ての北欧諸国がノーフォーク統合軍司令部という単一司令部の下で
統合されることになった。

2023年12月、米国とスウェーデンは防衛協力協定に署名し、それにより米国はスウェーデンの17
か所の軍事基地・演習場へのアクセスを得た74。その内容は他の北欧諸国とのものとほぼ同様であ
り、これには部隊の配置・軍装備品の保管・米国法の下でのスウェーデンにおける防衛演習の実施
に関する米国の権利が盛り込まれていた。両国はこの協定を、スウェーデン領土を守るというよ
り、バルト海地域におけるロシアの攻撃を抑止するような内容とした。この考え方は、スウェーデ
ンがフィンランドやスウェーデンからバルト海地域への補給物資の輸送ルートとして機能すること
から明らかであり、これによりポーランド・リトアニア国境周辺の脆弱な地上ルートを回避でき
る75。この協定はスウェーデン領内の核兵器受け入れを禁ずる条項を欠いていたことから、ス
ウェーデン国会で激しい議論を巻き起こした。実際、スウェーデンのウルフ・ヤルマー ・クリス
テション首相は、戦時においては、同国は核兵器受け入れを決定する可能性があると表明した。し
かしながら、圧倒的多数が協定に賛成票を投じた76。

スウェーデンは、軍事モビリティや通信といった分野において、ノルウェーおよびフィンランド
との協力を強化してきた。この 3 か国はまた、米国爆撃機タスクフォースの展開に頻繁に参加して
いる。例えば、B-52実弾投下訓練や、ジェット戦闘機による国会議事堂等の戦略的インフラ上空の
飛行等を実施している。スウェーデンはまた、ゴットランド島で軍事演習「2024年バルト作戦」を
開催し、当演習はカリーニングラード周辺のバルト海シーレーン（SLOC）を守るシナリオの下、
米国海兵隊と同盟国の軍を陸上に統合して行われた77。アナリストはゴットランド島について、バ
ルト海地域全域の大半に対し長距離地対艦ミサイルを発射できる不沈空母であると説明してい
る78。このような活動は、戦力を迅速に投射するNATOの能力を際立たせている79。スウェーデンは
また、前述したフィンランドにおけるNATOのFLFプレゼンスの計画および構築を主導すること
により、スカンディナヴィア北部における同盟国旅団の受け入れ、統合、展開に貢献している。こ
の編成により、欧州の加盟国はNATOの北部側面の強化を助けることとなろう80。

スウェーデンは、以前の中立政策により、自らの非同盟の地位を守りロシアを抑止するためには
自立している必要があり、それによりバルト海における前方防衛の主導国という役割が形成され
た。そのため、人口は約1,000万人でありながら、スウェーデンは今やその規模をはるかに上回る
防衛産業基盤を有している。スウェーデンはA26型ブレーキンゲ級潜水艦等の潜水艦隊の設計、建
造、運用を行っている81。また、同国は水上戦闘艦艇、戦闘機グリペン、戦闘車CV90、早期警戒管
制機、火砲システム、小火器・弾薬、自律システム、宇宙アセットを製造している。2023年、キル
ナに位置するスウェーデンのエスレンジ・スペースポート（宇宙港）は、EUの欧州大陸本土にお
ける最初の軌道投入を行うロケット発射場となり、間もなく軌道投入が行われる予定である。これ
により、NATOおよび米国宇宙コマンドにとり貴重な存在となる82。

スウェーデンの潜水艦は、バルト海におけるNATO防衛力態勢にとり、特に重要である。これ



2323

4．地域戦力態勢への同盟国の貢献

らは小型で静音性に優れており、長時間水中に留まることができる。そのため、2025年のASW演
習において示されたように、バルト海において航空母艦を撃破し、探知されることなく活動するこ
とができる。同国の水上部隊・空軍および沿岸ミサイル部隊と相まって、これらの潜水艦は、水深
が浅く入江と島が多いバルト海において、信頼し得る海上抑止を形成している。

スウェーデンとフィンランドは、北欧諸国の中で最も緊密な防衛関係を有しており、この協力の
一環として、北欧諸国による軍用車両や銃器といった能力・装備の共同調達の先頭に立っている。
2025年 6 月、このための正式な措置がとられた83。スウェーデンのゴットランド島や東海岸の能力、
フィンランドの海上拒否（機雷敷設艦を含む）、スカンディナヴィア北部における同盟国の陸上態
勢により、多層的な地域防衛が形成されている。さらに、戦争中は、スウェーデンの沿岸戦の強み
とフィンランドの海上拒否の強みとを組み合わせることにより、バルト海地域のロシア海軍を効果
的に閉じ込めることができる84。

フィンランドと同様、スウェーデンは、北極圏というよりもバルト海地域に属している。その主
な防衛アセットは自立という自らの歴史であり、それにより防衛産業が繁栄し、信頼し得る対ロシ
ア抑止力を生むこととなった。特にその海上監視・水中戦能力は、ロシアによる侵攻が起きた際、
バルト海の制海権を維持するために重要であり、最も緊密な防衛パートナー国であるフィンランド
の水上能力と組み合わさった時に特に重要となる。同地域は米国本土の安全保障にとり差し迫った
懸念とはなっていないが、米国はロシアがスウェーデンの防衛アセットを取得したり、バルト海
SLOCを支配したりすることを望んではいない。スウェーデンの産業、ISR、水中戦、迅速な増援
を行うルートにより、バルト海有事の最初の段階においてロシアを食い止めつつ、同盟国の後続戦
闘力を迅速に得ることを可能にするであろう。

デンマーク

デンマークはバルト海地域と北極圏地域とに分かれている（同地域におけるデンマークの関心の
範囲については、地図10参照）。デンマークはバルト海の国であるが、グリーンランド自治領（約
216万平方キロメートル（836,000平方マイル））は北極圏、フェロー諸島（約1,400平方キロメート
ル（540平方マイル））はGIUKギャップに位置することから、戦略的な意味で北極圏である。デン

地図 10　デンマークの北極関連の関心

出典：筆者作成
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マークは同国の防衛に憲法上責任を負っている。これは、人口約600万人の国の防衛対象地域とし
ては、広大である。

デンマークと米国は、2023年、米国が他の北欧諸国と署名したものと非常に類似した内容の防衛
協力協定に署名した85。この協定により、米国は、デンマーク西部の 3 か所のデンマーク空軍基地

（カルップ、スクリュズストロプ、オールボー）へのアクセス、人員の駐留、軍事物資と装備の保
管、デンマーク領における保守整備・訓練・演習の実施が可能となる。同協定は、米国の人員がデ
ンマークにおいて米国の法的権限の下で活動することによる影響への懸念から、激しい政治的議論
を引き起こした86。しかしながら、同合意は2025年に批准された87。

デンマークにおける米国の軍事プレゼンスは、主にバルト海における戦争のシナリオにおいて重
要であり、そこでは米国は主導的というより補助的な役割を果たす可能性が高いと考えられる。北
極圏における戦争のシナリオでは、同国自治領の戦略的重要性が増す。GIUKギャップの東側入口
においては、フェロー諸島が監視のために重要である。NATOは、フェロー諸島、ノルウェー、
アイスランド、英国の間の空域監視の空白を埋める一助とするため、ソルンフェリ山の新たなレー
ダー基地を使用する予定である88。レーダーは2030年以降に運用が開始される予定である89。

1951年のグリーンランド防衛協定は、1981年と2004年に改正されたが、デンマークがグリーンラ
ンド防衛に米国の支援を要する可能性について認識し、米国がデンマークにおいて軍事基地を運用
することを認めている。米国はピツフィク宇宙軍基地（2020年に米国宇宙軍が統制権を得る以前は
チューレ空軍基地）をグリーンランド北西岸に建設し、同基地によりミサイル警告および防衛が支
えられ、米国の宇宙優勢を可能とした90。ピツフィク宇宙軍基地には第12宇宙警戒中隊が駐留して
おり、同隊は基地のソリッドステート・フェーズドアレイ・レーダーを運用して、北極圏上空を経
由して発射される潜水艦発射弾道ミサイルおよび大陸間弾道ミサイルの探知・追跡を行う。同基地
には世界最北の深海港があり、そこから米国海軍の水上艦と潜水艦は北極圏の哨戒と演習を行う。

極地カバレッジとハイノース全域における強靭な通信が不十分な状態が続いていることから、米
国は、ピツフィクの近代化の継続に加え、センサーの改良や、より広範な北極圏・極地のカバレッ
ジを有する新たな宇宙配備型ミサイル警報・観測システムの検討を行ってきている。こういった取
り組みにより、グリーンランド東部の一部や高緯度空域の監視の継ぎ目を減らそうと努力してい
る。現在、ピツフィクが提供するミサイル警報・防衛は、グリーンランド中央・北部内陸部が氷床
に厚く覆われていることから、グリーンランド東部や北極点上空の一部において不十分となってい
る91。この状況により、ロシアには、米国本土に向け成功裏にミサイルを発射する十分な可能性が
生じている。能力を向上させるため、デンマーク国防省はスウェーデン国防省との協力の下、グ
リーンランド周辺の海域において宇宙配備型の海上監視を行う衛星に投資をしている。同衛星は
2025年 9 月に技術実証の準備が整ったが、この衛星を用いてグリーンランド東部沿岸周辺における
目標探知・報告、状況把握および戦術的観測の向上を実現できる92。グリーンランド海域周辺の状
況把握を強化するために、デンマーク国防省はスウェーデン国防物資庁と協力し、ビフロスト衛星
を製造した。2025年に打ち上げられたこのマイクロ衛星により、北大西洋や北極圏において、宇宙
配備型の海上監視や人工知能の支援を受けた目標探知・報告が可能となる。特に、グリーンランド
沿岸周辺のリアルタイム観測や戦術的報告に資することになろう93。

デンマークは海上でプレゼンスを確立させ監視を行うために、耐用年数の終わりに近づいている
セティス級小型耐氷型哨戒艇 4 隻を運用している。同船舶は最大 1 メートルの厚みがある一年氷の
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中で稼働できる強化された船体を有している。各船舶には大砲と重機関銃が装備され、搭載された
MH-60Rシーホーク・ヘリコプターによりディッピングソナー能力が提供されている。しかしなが
ら、氷に覆われ音響的に複雑な海域におけるソナーの使用やASWの遂行は、同船舶には依然とし
て困難である。

2021年、デンマークは、15億デンマーククローネ（当時、約2.4億ドル）の北極監視能力強化パッ
ケージを発表した。これには長時間滞空型ドローン、沿岸レーダー、衛星ベースの能力が含まれ
る94。その進展は一様ではなかったことから、2024年以降、デンマーク軍部はグリーンランドおよ
びフェロー諸島と協力し、長時間滞空型ドローンやソルンフェリにあるレーダーへの予算拡大等、
空中・海上監視態勢の強化を加速させた。

安全保障環境が悪化し、米国が同盟国により多くを望むようになる中、デンマークは2024年12月
に新たな北極・北大西洋関連の取り組みを開始し、2025年 1 月、合意を締結し、同イニシアチブに
146億デンマーククローネ（当時、約20億ドル）を割り当てた（デンマークでは、「合意」は政府・
野党間の政治合意を指す）。このパッケージは、ヘリコプターや無人システムを搭載可能な北極哨
戒艦艇 3 隻を含んでいる。また、長距離ドローン 2 機、衛星能力の強化、状況把握を向上させるた
めの地上配備型センサー等への予算拠出も含まれている95。

2025年10月、デンマークは、グリーンランドおよびフェロー諸島と密接に協力し、合計274億デ
ンマーククローネ（当時、約43億ドル）の第 2 の合意を発表した。これには北極圏用の艦艇 2 隻の
追加、海上哨戒能力、ドローンの追加、新たな合同北極司令部本部、砕氷艦能力へのアクセスへの
道筋、北大西洋海底ケーブルが含まれている。後に、2025年12月、米国は、デンマークへのボーイ
ングP-8Aポセイドン哨戒機最大 3 機の対外有償軍事援助の可能性を承認した。これは、デンマー
クがGIUKギャップおよびノルウェー海において、同盟国のISRやASW作戦に対し、信頼し得る貢
献を行う意向を有していることを示している96。

その一方で、デンマークは、グリーンランド南部およびGIUKギャップ周辺でフリゲートを運用
することにより、夏期のプレゼンスを強化している97。しかしながら、海軍の大型防空フリゲート
は、グリーンランドの東海岸沿いにおける持続的な活動向けに耐氷仕様となっていない。そのた
め、耐氷能力や海上哨戒機の整備が進展するまでの間、デンマークの計画立案者は、係争海域をカ
バーするために、北極仕様の哨戒艦艇や空中ISRを重視している98。

自治領は2025年まで防衛計画において限られた役割しか果たしていなかったことから、デンマー
クのバルト海地域および北極圏防衛力態勢は、信頼し得るロシアの抑止を達成できるほど統合され
ていない。2025年の合意により、デンマークは段階的統合へと進みだしている。即ち、フェロー諸
島およびグリーンランド上空の空域監視の空白の解消、ロシアの潜水艦が大西洋に向け航行するグ
リーンランド東部・南部の地上・水中監視の拡大、北大西洋の接近経路へのロシアのアクセス拒否
に寄与する能力の強化を行っている。

デンマークは、ロシアがGIUKギャップを経由して大西洋にアクセスするのを阻止することに加
え、スウェーデンとフィンランドがロシアによるバルト海へのアクセスを拒否することに失敗した
場合には、第 2 次防衛線として重要な役割を果たす。そのために、デンマークは、重要なインフラ
や周辺海域の監視のため、哨戒艦艇やヘリコプターを運用している。デンマーク海軍は、防空フリ
ゲートやASW能力を持つプラットフォームを保有しており、デンマーク空軍はF-35Aライトニン
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グIIを配備している。デンマークはまた、多層的な防空および長射程精密打撃能力を追求してお
り、これには地上配備型の防空を行うための米国が承認した射程延長型中距離空対空ミサイルも含
まれている99。これにより、スウェーデンとの緊密な協力の下、エーレソンおよび近隣の接近経路
における拒否の選択肢が強化されよう（エーレソンはバルト海と北海を繋ぐ海峡であり、デンマー
クとスウェーデンの国境を成しているほか、北海への運航ルートである）。

デンマークの調達計画では、同盟国の軍と共にロシアの活動に対して防衛と抑止ができるような
監視・プラットフォームに重点が置かれている。ドローン、長距離無人システム、衛星・地上セン
サー、海上哨戒機を搭載した北極哨戒艦艇への投資は、デンマーク全域における統合されたバル
ト・北極態勢を支えるとともに、重要なISRの空白を埋め、GIUKギャップおよび北海への接近経
路に対する同盟国による統制を強化することになる。

主要な戦略的同盟国

英国とカナダは、その戦略地政学上の位置により、米国との間に長期にわたる戦略的防衛パート
ナーシップを有している。オーストラリアおよびニュージーランドと共に、両国は高度に統合され
た情報共有同盟である「ファイブ・アイズ」の一員である。大西洋の東側入口という英国の位置、
および北米大陸の北端というカナダの位置により、両国は北極圏における米国の国土安全保障にと
り不可欠となっている。英国はGIUKギャップとイギリス海峡に面しており、カナダは北極海沿い
に広大な海岸線を有している。これにより、両国はロシアの核の脅威に対する抑止・防衛の要と
なっている。

英国

英国は北極圏の国ではない。しかし、ロシアの潜水艦が大西洋に向けて航行するGIUKギャップ
という戦略的な位置にある。ロシアの潜水艦にとり代替ルートとなるのは、北海や英国とフランス
の間にあるイギリス海峡を抜けるルートである。そのため、このような場所に位置していることに
より、英国はロシアの潜水艦・航空機を探知・追跡・攻撃する中心的な役割を担う（英国の北極に
おける関心の範囲については、地図11参照）。

地図 11　英国の北極関連の関心

出典：筆者作成



2727

4．地域戦力態勢への同盟国の貢献

戦略的競争が今や環境を形成するようになり、ロシアの軍事増強が地域の主要な脅威の一つと
なっていることから、2021年以来、英国は北極圏の安全保障・防衛政策を調整してきた100。「2025年
戦略防衛見直し」の一部として、英国は「北極圏における一貫した防衛態勢」を維持するコミット
メントを再表明し、沿岸打撃群、空母打撃アセット、統合航空戦力、海上哨戒の展開について強調
するとともに、恒久的な駐留については後に当該戦略防衛見直しの実施の過程で決定される、とし
た101。

第二次世界大戦以来の米国との特別な関係により、英国は情報・防衛・安全保障の深い実務協力
関係を利用することができる。1958年の米英相互防衛協定は、核兵器関連を含む両国の防衛協力の
基本を形成している。英国は米国の核兵器技術を調達する一方、独自の潜水艦や弾頭を製造してい
る。これにより英国は、米国の技術に依存しつつ、米国の高い水準に近い位置にあり続けてい
る102。2024年、大幅な修正によりサンセット条項が削除され、防衛協力が永続することが確実と
なった103。

英国は、北大西洋の氷結しない場所に位置しているため、北極仕様の能力を（南極圏で運用され
ている中型砕氷艦 1 隻を除き）保有していない。しかしながら、北極における抑止にとり非常に重
要な装備を展開している。これにはASWフリゲート、潜水艦、P-8A哨戒機、主に南極において使
用される砕氷哨戒艦艇、多用途海洋監視船、ジェット戦闘機が含まれる。海軍潜水艦隊の本拠地で
あるクライド海軍基地と、即応警戒タイフーン航空機とP-8Aの本拠地であるロジーマス空軍基地
は、いずれもスコットランドに所在しており、GIUKギャップやイギリス海峡における作戦には理
想的である。戦争が発生する際には、英国は米国全土からの軍隊と共に対応することにコミットし
ている104。2025年11月下旬、空軍は第120飛行隊P-8Aポセイドンを 3 機、ケフラヴィークへ派遣し
た。これは、今日に至るまで、英国による海外への最大の海洋安全保障監視派遣であり、ハイノー
スにおけるNATOの監視に対する英国のコミットメントが増大していることを示している105。

英国は、2014年にノルウェー、デンマーク、エストニア、ラトビア、リトアニア、オランダと共
に設立した統合遠征軍（Joint Expeditionary Force）を率いている。フィンランドとスウェーデン
は2017年、アイスランドは2021年に参加した。これら同盟諸国は、北極圏を含む欧州北部において
迅速な抑止を提供するよう、同部隊を設計した106。英国はまた、バルト 3 国、北欧 5 か国、ポーラ
ンド、オランダ、ドイツからなる「北方グループ（Northern Group）」の共同議長である。これら
諸国は、2012年に協議フォーラムとして同グループを設立した。このようなプラットフォームによ
り、英国は北極圏防衛力態勢の主要な調整国に位置づけられている。

英国は、各国との連携への取り組みを主導しつつ北極圏により重点を置くために、防衛力の方向
性を変える必要性を認識し、北極圏で効率的に活動するためのアセットの組み合わせについて、見
直しを行っている。通常の展開に加え、HMSプロテクター（砕氷船）や空母打撃群は、北方海域
を定期的に哨戒している107。2025年 2 月、英国はノルウェーとの間で、包括的な防衛パートナー
シップ「ルナハウス協定（Lunna House Agreement）」の交渉を開始した。これにより、重要海底
インフラの防護や26型フリゲートの展開に関する協力が拡大される108。おそらく、パートナーシッ
プにおいては、ロシア潜水艦がノルウェー海を通り英国の海岸線に沿って大西洋に向かうに際し、
その動きを探知することが中心となろう。

英国は海上監視の刷新を行っている。2025年に開始された「プロジェクトCABOT─大西洋ネッ
ト（Project CABOT – Atlantic Net）」の下、英国海軍はGIUKギャップを監視し、老朽化が進む
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フリゲートへの依存を減らし、P-8Aや26型フリゲートと統合させるために、水上艦や水中システ
ムを含む無人ASW艦隊を配備することを計画している109。

英国の極地における能力は限られているが、その能力を拡張する可能性がある。2025年 7 月、
ルーク・ポラード国防大臣は、英国はその北極戦略に北極級砕氷艦を含めることを検討しており、

「防衛投資計画」においてその評価が行われるであろう、と認めた110。

英国の位置、NATOパートナーシップ、広範にわたる軍事的能力により、英国は同盟国の北極
圏防衛の基礎となっている。同国は核抑止、P-8A、航空母艦、潜水艦、フリゲート、上陸作戦部
隊、無人アセットを提供でき、それによりGIUKギャップにおける主要同盟国となっている。北極
圏の戦略的重要性が高まる中、英国の無人システムや北極仕様の船舶への投資、およびノルウェー
との二国間の取決めは、全領域抑止を拡大し、バレンツ海からGIUKギャップへのルートにおける
ロシアの潜水艦やインフラ脅威に対する強靱性を確保することを目的としている。

カナダ

カナダと米国は、1940年のオグデンスブルグ協定以来、防衛について緊密に協力してきた。同協
定により、合同北米防衛の連携を行う「常設合同防衛委員会」が設置された111。この協力関係から、
1958年、二国間の北米航空宇宙防衛司令部（NORAD）が設置され、2006年には恒久的なものと
なった。NORADの主要な任務は（ 1 ）航空宇宙の警告とコントロール、および（ 2 ）海上警告で
ある。2012年には、統合・連合即応態勢を強化し紛争の可能性を低下させるべく、二国間の軍事訓
練・演習を強化するため、「北極協力のための 3 司令部枠組み（Tri-Command Framework for 
Arctic Cooperation）」が署名された112。

地図 12　カナダの北極関連の関心

出典：筆者作成

カナダは米国に近接していることから、北極圏において最も緊密な米国の防衛パートナーとなっ
ている（カナダの北極における関心の範囲については、地図12参照）。バフィン島北方からボー
フォート海のおよそ800キロメートル（500マイル）に及ぶ北西航路は、大西洋と太平洋を結び、戦
域間の潜水艦の迅速な航行に極めて重要である。ロシアと中国がデュアルユースと軍事プレゼンス
を増大させる中で、この広大な地域におけるプレゼンスと監視を維持することは最優先課題であ
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る。NORADはまた、ロシアと中国の戦略爆撃機に対する緊急発進を行い、アラスカ周辺で稼働し
ていた中国の調査船を追跡した113。一方、カナダは米国インド太平洋軍の統合演習「2025年ノーザ
ン・エッジ」に参加し、異なる領域にまたがる統合運用のテストを行った。同演習は、米国海軍空
母打撃群を中心とし、アラスカ湾からアリューシャン列島において、空・陸・海において実施され
た114。

NORADは衛星ネットワーク、地上配備型レーダー、航空機搭載レーダーに加え、航空機を探
知・追跡するとともに北米防衛のために適切な対応をする戦闘機を使用している。2022年、カナダ
は米国と協力してNORADを近代化することを決定した。20年間に及ぶ機能向上には、長距離巡航
ミサイルや極超音速ミサイル等の最新の兵器および運搬システムを追跡できる新型の監視システム
が含まれる。また、北米への最北の接近経路をカバーする早期警戒レーダーにも重点が置かれてい
る。これはセンサーネットワークによって探知を重層化するものであり、宇宙配備型の監視能力を
強化した115。カナダは北極圏における探知、抑止、防衛のために戦闘機およびISR航空機を運用して
いる。いまだ契約は確定していないが、F-35戦闘機を合計88機調達する予定である116。2025年、カ
ナダはMQ-9Bスカイ・ガーディアン無人航空機11機、および地上管制局 6 か所の契約に署名した。
2028年までに最初の引き渡しがなされる予定である117。2024年、カナダはP-8A哨戒機を最大16機取
得する対外有償軍事援助を確定させ、最初の引き渡しは2026年に予定されている。このようなア
セットにより、カナダの海上監視・対応能力が強化される118。

北極圏全域における年間を通じたプレゼンスと即応性を向上させるため、カナダは、滑走路、兵
站施設および装備品からなる北部運用支援拠点のネットワークを構築している。この拠点は、イカ
ルイト、イヌビク、イエローナイフ、その他現時点では特定されていない場所に設置される予定で
あり、軍の作戦到達範囲を拡張するとともに、兵站上の制限を最小化し、北極圏における軍事作戦
への支援を拡大することを目指している119。

カナダはロシアに次いで世界第 2 位の規模の砕氷艦隊を運用しており、カナダ沿岸警備隊が運用
している大小20隻の船舶がこれに含まれる。カナダは現在、艦隊の見直しを行っており、新たに極
地砕氷艦を何隻調達すべきか、既存のどの船舶を維持すべきかについて、検討している。カナダは
新たに大型砕氷艦 2 隻を建造しており、これにより2030年から高緯度においてより長期にわたる作
戦が可能となり、遠隔の北極地域におけるカナダのプレゼンスが強化される。2024年のカナダ、米
国、フィンランド間のICE協定の一部として、シースパン社（Seaspan）のバンクーバー造船所が
1 隻、シャンティエ・デイビー造船所（Chantier Davie）がもう 1 隻を、一部はフィンランド、一
部はカナダにて、建造する予定である120。

カナダ海軍は最新の耐氷型北極哨戒・オフショア船 6 隻を運用しており、米国や北極圏同盟国と
連携した監視およびASWを支えている121。2025年 9 月、カナダは沿岸警備隊を防衛に正式に統合
し、海洋安全保障を強化した122。また、北極圏に展開しステルス性・持続性・殺傷力を提供できる
新たな潜水艦隊を取得しつつある。2025年 8 月、政府はTKMSとハンファオーシャン（Hanwha 
Ocean）を船舶供給業者の最終候補とし、2035年までに海氷下で北極圏での運用が可能な潜水艦を
展開することを目指している123。

北極圏の国として、カナダは、極地対応の監視・対応能力を最新の状態に保つことにより、北米
の国土を守るという共通の関心があることから、長期にわたり米国と防衛面で緊密に協力してき
た。そのためカナダは、ICE協定やNORADの近代化といった主要な取り組みや作戦の一部となっ
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ている。空中・海上監視、砕氷艦能力の拡張、ISRへの投資、および今後導入される潜水艦隊によ
り、カナダは北米の北極主権を強化している。このような能力は今後も重要であり、米国の主要な
地域同盟国としてのカナダの地位を確実なものとすることになろう。

インド太平洋パートナー

日本と韓国は、長期にわたり北極への関心を有している。両国は1990年代から北極圏において調
査船を運用している。また、両国は国際北極科学委員会の加盟国であり、北極海と大西洋が合流す
る地点にあり戦略的に重要なノルウェーのスヴァールバル諸島にある研究所を運用している。2013
年以来の北極評議会常駐オブザーバーとして、両国は北極圏における関心を合法的に追求すること
が可能となっている。2012年以降、両国は、北極海航路により海運やエネルギー上の利益の更なる
追求が可能となることを認識している。同時に、それにより米国とその同盟国にとっては困難な状
況となり得ることも理解している。海運への関心の増大、および北太平洋の西端という両国の戦略
的な位置により、日本と韓国はNATO同盟国の北極圏防衛力態勢への関心を高めている。

日本

日本は北太平洋のオホーツク海への入口に位置しており、これはカムチャツカ半島にあるロシア
の原子力潜水艦主要基地およびその太平洋要塞防衛の近くである（日本の北極における関心の範囲
については、地図13参照）。同国は1957年に北極調査を開始し、1920年のスピッツベルゲン条約（現
在のスヴァールバル条約）の締約国の 1 つである。同条約は、戦略的に重要なスヴァールバル諸島
へのノルウェーの主権を認めている。日本は1991年からスヴァールバル所在の研究所を、1998年か
らは夏期に北極調査船を運用している。また、2009年から北極砕氷船を運用している。2021年には、
最初の北極調査砕氷船の建造を開始し、2026年には就役予定である。同船により、年間を通じて海
外の人員と共に任務を遂行することが可能となる。海氷の融解により通行の可能性が拡大する中、
2019年の日EU経済連携協定により、ロシア海岸線沿いの北極海航路における海運への日本の関心
が高まっている。同ルートは、日欧間の標準的な海路であるスエズ運河を経由するルートより、
40％短い124。日本の苫小牧港は、北極海航路の使用を検討しているアジアの企業の海運拠点となる
可能性がある。

地図 13　日本の北極関連の関心

出典：筆者作成
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北太平洋は、北極圏へのベーリング海入口を含み、冷戦中は東アジアの前線であった。この間、
日本の海上自衛隊は、ソ連に向けた対潜水艦・海上監視作戦において米国海軍と緊密に協力した。
このように、日本は何十年にもわたり北極防衛に既得権益を有しており、この戦略的見解に沿っ
て、日本は攻撃を抑止し航行の自由を確保するために米国やカナダと協力する重要性を強調してき
た125。

2024年、日本政府はアイスランド、ノルウェー、フィンランド、スウェーデン、デンマークとの
間で、安全保障・防衛、科学技術、北極海関連事項における協力関係を強化する外交的イニシアチ
ブを提示した。これら諸国は、ロシアと中国の地域的役割が増大する中で、それに対抗するには自
由で開かれた北極海が重要である旨合意した。日本と北欧諸国は、欧州、大西洋、インド太平洋の
安全保障は不可分であるとの見解を共有した126。

日本は、将来的に起こり得るロシアと中国が連携した核戦力に対抗するため、米国と協力してい
る。一方、両国は、自律航行が可能で、カメラ、ソナー、通信機器を搭載できる極地無人潜水艇と
いった長距離監視能力の開発においても、協力する機会がある。両国が協力することにより、この
ようなシステムの長距離に及ぶ運用を可能にするバッテリーやエネルギー源の開発、北極の厳しい
気象条件下でのデータ通信を可能にする宇宙通信ツール、といった課題を克服できる可能性があ
る127。日本はまた、北極海航路における同盟国のプレゼンスを増大させ得る耐氷級艦艇の生産を開
始し、それにより状況把握を高めることになる128。

海上哨戒機、戦闘機、掃海艇を含め、多大な潜水艦・水上艦艇・航空部隊能力を有している。
2026年度防衛予算600億ドルの一部として、日本は、陸上・水上・水中・空中無人システムを調達
する予定であり、これは監視作戦の実施や、水上部隊・上陸作戦部隊へ対抗するのに資するであろ
う129。空中・水上・海中部隊が戦時中の対ロシア・中国作戦で米国と協力し、オホーツク海のロシ
ア要塞防衛を突破するような実戦上信頼できるものとなるには、このような能力は不可欠である。

最近の日本の発表は、日本は多くのNATO同盟国と協力して、北極圏全域において防衛上の役
割を果たすことに真剣であることを示唆している。加えて、日本の防衛産業は、北極圏の監視活動
にとり重要となる能力を備えている。米国の潜水艦部隊と日本の海上自衛隊による統合共同作戦
は、ロシアの太平洋要塞防衛を突破し、戦時の作戦においてロシア・中国部隊と交戦する同盟国の
能力を示す上で重要である。しかしながら、北極関連の日本の防衛協力には、北太平洋の同盟諸国
は同地域を重視すべきである旨の米国からの強いシグナルが必要となる。

韓国

韓国は北太平洋の西側、黄海、東シナ海、日本海の隣に位置している（韓国の北極関連の関心に
ついては、地図14参照）。2002年、ノルウェーのスヴァールバルに研究所を設置した後、韓国は本
格的に北極調査を開始した。2009年以降、韓国は北極調査船を運用しているほか、次世代砕氷調査
船が建造されており、2029年までの完成が予定されている130。

南部の港湾都市である釜山は、韓国を太平洋の主要港と繋いでおり、北極海航路の使用を計画し
ているアジアの海運企業の拠点となる可能性がある。スエズ運河を経由する場合と比べ、このルー
トは運行期間を最大10日間短縮し、燃料コストは約25パーセント低下する。海運ルートの北極海航
路への変更が可能になる場合、釜山は年間最大8,500万トンの貨物を扱うことができる131。
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韓国は世界的な造船拠点であり、2025年のシェアは新規発注の22パーセントである。これを凌い
でいるのは中国のみであり、新規発注の58パーセントであった132。韓国の造船会社は、耐氷液化天
然ガス（LNG）貨物船や極地仕様タンカーの建造を専門に扱っており、ロシアの「ヤマルLNG 1

（Yamal LNG 1 ）」プロジェクトの耐氷貨物船15隻全てを建造した133。超党派の「米国のための船舶
法（US Ships for America Act）」は、本稿執筆中の現在、議会において審議されているが、米国
造船業界の活性化を目指している。韓国の造船会社は、米国のこの取り組みを支援するため、海軍
艦隊への支援も含め1,500億ドルの投資を行っている。また、北極圏の安全保障およびインフラに
ついても協力できる可能性がある134。

政府が支援している韓国海洋振興公社（Korea Ocean Business Corporation）は、北極海運の可
能性を実現することに重点を置いた新規建造海洋プロジェクトのための専用基金を立ち上げる計画
である、と公表した135。当該計画には、釜山港および近隣の蔚山港と造船セクターを統合し、耐氷
船建造、港湾運営、持続可能な船舶燃料のための産業クラスターを建設することが含まれる。チョ
ン・ジェス韓国海洋水産部長官は、政府は2026年に北極圏を通るコンテナ業務を試験的に開始する
計画であると発表した136。韓国の北極コンテナ航路は、ロシアと中国による年間を通じた北極海航
路コンテナ輸送およびそれに伴うデュアルユース活動の計画を補完する可能性がある。

韓国は、地域における攻撃の抑止および航行の自由の確保には米国やカナダとの連携が重要であ
ると強調し、北極圏の防衛と抑止について同盟国やパートナー国と協力する、と発表した137。韓国
はまた、将来的に起こり得るロシアと中国が連携した核対立に対抗するため米国と協力しているほ
か、海中監視・対応活動においても協力できる可能性がある。韓国は、偵察、機雷、ASW作戦の
ための自律型水中システムを開発している。このような活動は（システムが氷が密集した海域で稼
働できる場合）長距離にわたり北極圏のような遠隔地で実施可能であり138、これは米国や同盟国に
とり役立つ可能性がある。加えて、韓国は防空および潜水艦探知・攻撃のための水上能力を有して
おり、これはミサイルや潜水艦の探知、追跡、迎撃に有用である。また、2025年の米国・韓国間の
原子力潜水艦に関する合意も、作戦持続能力の向上、ASWの範囲の拡大、水中監視による更なる
貢献により、北極に関連した安全保障・監視任務への韓国の貢献を強化する可能性がある139。

北極圏の防衛と抑止へ貢献する韓国の能力は、耐氷船や軍事およびデュアルユース目的の自律型

地図 14　韓国の北極関連の関心

出典：筆者作成
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システムを建造できる防衛産業能力に由来する。韓国が提示できる能力は、中国が北極圏における
ロシアのデュアルユース・軍事力態勢にもたらしている経済的・技術的貢献に匹敵する可能性があ
る。しかしながら、日本の場合と同様、北極関連の協力が成功するためには、米国から韓国に対
し、同地域を重視すべきである旨の強力なシグナルを送る必要があろう。
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ハドソン研究所防衛構想技術センターは、時期を2035～2040年に設定した軍事シミュレーション
を行い、変化する北極圏の脅威の影響と同盟国の部隊編成戦略について分析を行った。軍事シミュ
レーションは北極圏における作戦の戦略を対象としていたが、ノルウェー海やバレンツ海とその周
辺および北極海航路沿いにおいて、攻撃の抑止および戦闘活動の実施の双方において同盟国の艦隊
が活用できる新たな能力に、主に焦点が置かれた140。軍事シミュレーションによって、同盟国と
パートナー国がハイブリッド戦・エスカレーションの段階・本格的な戦闘において最大の効果を上
げるために、いかに防衛投資資源の最善な配分を行えるかについて、洞察が得られた。

北極圏の軍事シミュレーションにおける前提条件と任務

軍事シミュレーションのシナリオでは、ロシア（「赤」）は攻撃者であり、同盟軍（「青」）は米
国、英国、ノルウェー、デンマーク、日本、韓国の部隊から構成されていると想定した。シナリオ
では、ウクライナにおける戦争は長期化した低強度紛争へと移行したと仮定された。NATOと欧
州のウクライナへの支援を打ち切らせようと、ロシアはNATOバルト諸国、モルドバ、ルーマニ
アに対するグレーゾーン戦を強化した。ロシアはこれらの活動をイランやその代理勢力との間で調
整し、イランやその代理勢力は紅海海運に対する工作を行った。その結果、北極海航路沿いの海運
が増大した。軍事シミュレーションでは、当該航路は 8 月から10月にかけて氷結しないと想定され
ていた。シミュレーションでは夏期との設定だったため、砕氷艦や耐氷艦艇の有用性をテストする
能力は限定された。

NATOのウクライナ支援を阻止するため、ロシアは北大西洋に原子力潜水艦隊の大半を展開す
ることにより、NATOに対し段階的なエスカレーションの威嚇を行った。この展開には、核兵器
搭載無人機ポセイドンを搭載した改良型オスカーII級潜水艦やヤーセン級SSGNが含まれていた。
ロシアは、これらの潜水艦が探知されることなくNATO諸国周辺の発射可能な位置に到達できる
よう大西洋への無制限アクセスを必要としていたため、固定式分散監視システム（FDS）といった
同盟国の監視能力を打破しようとした。ロシアは潜水艦、支援艦、ロボット工学・自律型システム

（RAS）を用いて、ノルウェー海のFDS配置やその他の海底インフラを破壊しようとした。シナリ
オにおいては、ロシア空軍はモルドバとラトビアへの武力侵入を支援していると想定されていたた
め、ノルウェー海と周辺地域に留まっていた。

ロシアはまた、日本と韓国がロシアに対し外交的・経済的行動をとる場合には、北極海航路の海
運を遮断すると威嚇した。紅海航路も攻撃にさらされると、海運会社は喜望峰へと自社の船舶の迂
回を開始した。

「青」の当初の交戦規定（ROE）は、エスカレーションを回避するという同盟国政府の希望を反
映していた。「青」軍は「赤」のRASに対しては物理的な力を使用することができ、有人の「赤」
軍に対して物理的および非物理的な活動を行うことができるのは、自衛の場合のみであった。この
ROEの範囲内で、同盟軍は当初、海底インフラの防護、「赤」の海軍艦艇・沿岸警備艇の追跡、当
該地域からの「赤」のRASの排除、同盟国の海運に対する妨害からの防護、という任務を負って
いた。対立の最初の段階で、「赤」は成功裏に宇宙・地上監視データを提供しているシステムを破

北極圏の軍事シミュレーション：
開発中の軍事技術の有用性5
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損させ、ノルウェー海のFDSの半数の接続を遮断した。「赤」はRASを含むノルウェー海の海中偵
察能力を維持し、北方艦隊の海上部隊は、当該地域の船舶を防護するため、殺傷力の高い武力を使
用すると告知した。

紛争が第 2 段階へ進むと、「青」は自軍に対し、「赤」のSSNとSSGNはGIUKギャップへ向かって
いるとの想定に基づき、改めて任務を課した。「青」軍は、同盟国の海底インフラの防護を継続し、

「赤」の全てのRASをノルウェー海から排除した。しかし、「青」軍はその態勢を見直し、「赤」の
有人海軍艦艇・沿岸警備艇を危険な状態に置き、「赤」の潜水艦を追跡して交戦の準備をすること
とした。北極海航路沿いでは、「青」軍は引き続き同盟国の海運を防護し、「赤」の海軍艦艇・沿岸
警備艇を追跡した。「青」の司令官は戦闘を予測しており、ノルウェー海におけるROEを変更し、

「赤」が「青」に対する交戦を開始次第、「赤」のあらゆるSSNやSSGNに対して攻撃ができるとした。

シナリオが第 3 段階に入ると、「赤」の潜水艦は「青」の海上部隊に対する交戦を開始し、少数
の攻撃・偵察機からの支援を受けた。海底インフラへの「赤」の攻撃により、ノルウェー海のFDS
は完全に遮断され、「青」は潜水艦の監視とターゲティングを展開部隊に依存せざるを得なくなっ
た。「赤」による阻止活動により、北極海航路の全ての交通はロシアと中国の輸送を除き停止した。
戦闘が行われていることから、「青」のROEによれば、同盟国はノルウェー海で活動しているロシ
アの海軍に対して交戦することが可能であった。しかしながら、「青」軍は敵側の潜水艦を数隻沈
めたにすぎず、「青」の 3 チームのうち 2 チームがSSNを 1 隻ずつ沈めた。そのため、「赤」は成功
裏にシミュレーションの目標を達成した。

使用可能な戦力

表 4 は、「赤」軍と「青」軍が使用可能な海上・航空戦力を示している。カナダの戦力は主に沿
岸警備戦力であり、そのため前線配置には適していないことから、大西洋およびベーリング海に留
まる可能性が高く、ここに含まれていない。

表 4　軍事シミュレーションにおける「青」軍のベースライン

アセット
「赤」

（ロシア）

「青」
（米国、英国、ノルウェー、�

デンマーク、日本、韓国）

原子力空母（CVN） 1

ミサイル駆逐艦（DDG） 3 5

多用途ミサイルフリゲート（FFG／M） 5 7

小型フリゲート（FFL） 4

沿岸警備 4 5

監視 4 4

機雷掃海艇（MCM） 4

兵站 1 3

砕氷艦 2 6
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哨戒 9

誘導ミサイル哨戒艇（PCG） 2

哨戒艇（PC） 3

哨戒艦（OPV） 5

強化型OPV 2

小型無人水上艇（sUSV） 3

帆船型USV 3 3

非大気依存推進潜水艦（SSP） 4 3

中型無人水上艇（MUSV） 10

sUSV×10 5

弾道ミサイル搭載原子力潜水艦、
又は巡航ミサイル搭載原子力潜水艦

（SSBN／SSGN） 
1 1

バージニア級潜水艦ブロックV
（SSN-VPM）

1

攻撃型原子力潜水艦（SSN） 5 2

超大型無人潜水艇（XLUUV） 10

小型無人潜水艇（SUUV） 5

地上配備および空母搭載型戦闘機
（戦闘機／CV戦闘機）

24 48

海上哨戒機 3 24

空中給油機 6

地上配備および空母搭載型早期警戒管制機
（AEWC／CV-AEWC）

2 9

中高度長時間滞空型（MALE）ドローン 3 15

高高度長時間滞空型（HALE）ドローン 2

短距離小型無人航空機（SR sUAV） 100

SR sUAV×25 4

長距離小型無人航空機（LR sUAV） 10

LR sUAV×5 2

出典：筆者および寄与者

参加者は 3 つの「青」チームに分かれ、各チームのリストに砕氷艦や種々の組み合わせの無人シ
ステムを追加する効果について、テストを行った（表 5 参照）。「青」軍には複数の同盟国からの部
隊が含まれていたが、国によるバイアスを避けるとともに軍の展開や態勢について型にはまらない
考え方ができるよう、「青」の各チームは単一の同盟軍として機能した。
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軍事シミュレーションにおける「青」軍と「赤」軍の損失の総数については、図 1 および図 2 を
参照。

表 5　「青」の各チームに対するベースラインへの追加戦力

チーム 1 ：砕氷艦 チーム 2 ：大型RAS チーム 3 ：小型RAS

水上
砕氷艦 1 隻、中型沿岸警
備カッター船 1 隻

300トン級MUSV20隻、
帆船型USV50隻

300トン級MUSV10隻、
10組のvsUSV×10

海中
XLUUV20隻 XLUUV15隻、

20組のMUUV× 5 、
50組のSUUV×10

空中
40組のSR sUAV×25、
20組のLR sUAV× 5

出典：筆者および寄与者

図 1　「青」チーム損失の総数

DDG
FFG 監視艇

中型沿岸警備カッター船

P-8A�MPA

F-35B
300トン級MUSV

XLUUV
MALE�UAS

CV�MALE�AEWC

12

10

8

6

4

2

0

アセットの数
青 1

青 2

青 3

出典：筆者および寄与者
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図 2　「赤」チーム損失の総数

16

14

12

10

8

6

4

2

0

アセットの数
青 1

青 2

青 3

赤DDG
赤FFG

赤監視
赤SSN

赤SSP
赤MPA

赤戦闘機
赤300トン級MUSV

赤sUSV×10

XLUUV
赤MALE�UAS

出典：筆者および寄与者
注：�CV MALE AEWCは空母搭載型中高度長時間滞空型早期警戒管制機、DDGはミサイル駆逐艦、FFGはミサイ

ルフリゲート、LR sUAVは長距離小型無人航空機、MALE UASは中高度長時間滞空型無人航空機システム、
海上哨戒機、MUSVは中型無人水上艇、MUUVは中型無人潜水艇、RASはロボット工学・自律型システム、
SR sUAVは短距離小型無人航空機、SUUVは小型無人潜水艇、USVは無人水上艇、vsUSVは超小型無人水上艇、
XLUUVは超大型無人潜水艇を指す。

教訓

軍事シミュレーションにおいて、交戦は僅か数回しか行われなかった。そのため、その結果は小
規模かつ限られたものであり、確固とした結論を引き出すことはできない。しかしながら、軍事シ
ミュレーション中の 3 チームによる議論、その決断がもたらしたもの、参加者による総括発言か
ら、次のような暫定的教訓が得られた。

1．インフラ投資は重要である。

ロシアの北方艦隊の船舶・潜水艦が大西洋に至る主な海路は、GIUKギャップである。米国の同
盟国には、厳しい環境における活動を支えるため、強固な港、飛行場、物資供給基地が必要であ
る。北極圏の環境は、氷、嵐、限られた日照時間、極寒などの深刻な問題をもたらしている。耐氷
港湾、燃料貯蔵、修繕施設などのインフラにより、船舶や航空機の運用の継続を確保することがで
きる。長期的な活動を行うには、事前集積燃料・弾薬・予備部品等の補給物資、医療・避難施設、
戦闘や環境により破損した船舶・航空機を迅速に修繕する能力等が必要である。さらに、SLOCや
同盟国の軍をロシアの長距離攻撃から守るため、英国、アイスランド、ノルウェーの空軍基地のイ
ンフラやミサイル防衛システムは重要である。

海上哨戒機基地や海中センサーネットワークといったASWインフラは、北方艦隊に対抗するた
めに必要であり、同艦隊はムルマンスク周辺の基地から先進潜水艦を運用している。同盟国のこの
ような能力が無ければ、ロシアの潜水艦は大西洋の海運や増援ルートを脅かすことが可能となる。
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軍事シミュレーションは、何か月もの長期にわたる戦争を、複数日にわたる「スナップショッ
ト」を繋げたものとして実施されたが、そのため、持続作戦の重要性については限られた結論しか
得られなかった。しかしながら、持続性が低いRASの運用支援や、戦闘や海況により破損した船
舶・航空機の修繕や保守整備を可能とする基地や修繕施設の重要性が明らかとなった。

インフラの不足は、紛争の第 3 段階において、「青」が制海権を確立しようとし、FDSに頼るこ
となくASW作戦を実施しようとした際、特に問題となった。この空白は、特に「青」のチーム 1
に影響を与えた。チーム 1 では、ASWを実施できるようなRASの数が限られていた（MALE 
UAV、帆船型USV等）。その結果、チーム 1 は潜水艦攻撃によりいくつかの有人戦闘艦を失うとと
もに、海中目標への攻撃を遂行できなかった。チーム 2 とチーム 3 は、中型無人水上艇

（MUSV）、超大型無人潜水艇（XLUUV）、展開可能なセンサーといった、ASW能力を備えたRAS
をより多く有しており、それにより更に多くの海中探知や交戦が可能となった。

2．ASWおよびISRの無人システムは不可欠である。

軍事シミュレーションのデータによれば、同盟国の軍は空中・水上作戦に重点を置き、ASWセ
ンシングや遂行のリソースは不十分なことが多かった。チームは戦闘機、空母航空戦力、HALEお
よびMALE UAV、早期警戒管制機（AEWC）を用いて水上・空中監視およびターゲティングを
行った。「青」のチーム 2 、チーム 3 はMUSVおよびXLUUVをASWに使用し、探知能力を高め
た。しかしながら、海中目標の攻撃遂行に際しては、いずれのチームもP-8A等の有人アセットに
依存していた。この結果は、「青」チームはRASを用いて潜水艦と交戦する方法をより多く必要と
していたことを示唆している。

軍事シミュレーションは、RAS、特にセンサーペイロードを搭載した帆船型USVとMUSVは、
ISR作戦において重要な役割を果たし得ることを示した。帆船型USVは風力、太陽光、又はディー
ゼルが動力源であることから、燃料補給をすることなく、長時間の任務を実施できる。目立たず自
律的であることから探知されにくく、有人船舶に比し費用対効果が高い。広大な海域を何か月もの
間、たとえ北極のような条件下であっても哨戒することができ、潜水艦探知のための音響データ、
水上艦追跡のためのレーダー ・自動船舶識別装置（AIS）データ、作戦計画を支援するための気
象・海洋データの収集を行う。

帆船型USVは夏および秋に適しており、これは軍事シミュレーションが行われた時期でもある。
冬および早春においては、太陽光が不足するため、風力やディーゼルに頼る必要があろう。しかし
ながら、帆船型USVは氷の中では活動できない。ロシアのような前線で活動する敵対国にとり、
北極の冬期は、探知される可能性が低下する中、特に潜水艦や水上戦力を用いることにより、戦略
的に移動する機会が生じる可能性がある。

MUSVは自律型又は遠隔運用される船舶であり、乗員無しで長期間海洋作戦が可能なように設
計されている。MUSVは再補給を受けることなく数週間活動することができ、通常、ディーゼルを
動力源としている。より大型のMUSVは、米国海軍が計画しているモジュラー式水上攻撃艇のよ
うに、兵器搭載が可能である141。全てのMUSVはISRのためのモジュラーペイロードを搭載可能であ
り、これにはレーダー、電子光学および赤外線（EO/IR）センサー、パッシブ・ソナー、信号情
報、AIS受信機が含まれる。多用途ISRのためのセンサーペイロードにより、MUSVはロシアの潜
水艦を追跡し、ターゲティングおよび電磁戦準備のためにロシアのレーダーと通信を探知およびそ
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の位置を特定し、艦艇の移動計画のために海氷の漂流や海況を監視することが可能となる。複数の
MUSVはメッシュネットワークを作ることができ、GIUKギャップやムルマンスクへの接近経路の
ような要衝をカバーし、リアルタイムデータをNATOの海上作戦センターに機密性の高い衛星リ
ンクで送ることができる。たとえMUSVが失われたとしても、他の有人プラットフォームに比べ、
その戦略的リスクは最小限に留まる。耐氷型のMUSVの製造は費用対効果が高くないと考えられ
ることから、このような船舶は厚氷を避けて航行する必要がある。

チーム 2 とチーム 3 は、MUSV、MALE UAV、帆船型USVを用いることにより、無人潜水艇
（UUV）又はSSNに関する複数の海中探知を得ることができた。軍事シミュレーションにおいて
は、帆船型USVの探知確率（Pd）について、過度に楽観的な判断をしていた可能性がある。しか
しながら、たとえPdが低くとも、同盟国の軍は十分な数の帆船型USVを展開することにより、ベ
アーギャップやGIUKギャップのような要衝において探知が可能となる。重要なことに、これらの
システムは海中監視機器の強靱性を強化することができ、敵対国の海底戦に関するリスクと利益の
計算に影響を及ぼすことができる。

チーム 2 には有人水上戦闘艦の損失は無かったが、チーム 1 は 3 隻、チーム 3 は 2 隻を失った。
チーム 2 とチーム 3 は、ISRと敵軍近傍でのターゲティングにおいてRASを活用する能力を有して
いたことが、このような結果に貢献した。軍事シミュレーションにおいてチーム 2 は、ISRおよび
ターゲティングに最も効果的なRASの組み合わせを有していたのである。同盟国は超長距離地対空
ミサイルを欠いており、制空権を争う能力が限られていたが、長時間滞空型空中ターゲティング・
プラットフォームにより、空間カバレッジの予想されていた空白を埋められることが示された。

3．無人システムは攻勢作戦を支援したが、実施はしなかった。

無人システムは、持続的なISRの提供、精密攻撃の実現、高価値有人プラットフォームへのリス
ク削減により、攻勢作戦を大幅に強化できる。北極圏における攻勢作戦においては、小型無人水上
艇（sUSV）は海氷域との境界で持続的なISRと海洋状況把握を提供することから、重要である。

MALE UAVおよびHALE UAVは、有人哨戒を実施するにはコストが高くインフラが不足して
いる広大な遠隔地域について持続的なISRを提供することから、北極圏での戦争において重要であ
る。長時間滞空できるため、海上の要衝、海氷域との境界、海底インフラ、さらには視界不良の場
所においても、EO/IRセンサーおよび合成開口レーダーセンサーを使用して、連続した監視が可能
となる。これらは、長距離兵器の観測手として機能することにより精密攻撃を可能とし、水上艦や
有人航空機のリスクを軽減する。HALE UAVはまた、衛星リンクの状況が高緯度で悪化する際に
空中通信中継器として機能することができ、分散した部隊間の通信を確保することができる。ま
た、ソノブイの展開や音響センサーの統合により、ASW哨戒を強化することができる。寒冷な気
象条件下での性能や、電磁戦における脆弱性については、引き続き課題となっている。

チーム 1 は、ハイブリッドおよびエスカレーションの段階の早期において攻撃的な姿勢をとった
が、その無人水上プレゼンスは小規模であった。帆船型USVをターンごとに僅か 2 隻展開したの
みであった。チーム 1 は魚雷攻撃に非大気依存推進潜水艦（SSP）を使用せず、重要な攻撃能力を
未活用のままにした。それに代え、同チームは多くのMALE UAVを使用し、シミュレーション中
にMALEプラットフォームを 1 つ失った。これは、ドメイン認識のために本アセットにある程度
依存していたことを示している。MALE UAVは、キルチェーンにおいて主要な観測手として機能
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していなかった。限定された無人システムへの依存により、英国空母打撃群のような高価値プラッ
トフォームへのリスクが増大した。英国空母打撃群は引き続きチーム 1 の作戦の要であり続け、エ
スカレーションの段階では損失を吸収したことから、後の段階において高価値プラットフォームへ
のリスクが浮き彫りになった。チーム 1 は、戦力展開はしたものの強固なISRやASWアーキテク
チャを欠いており、攻勢作戦の結果、フリゲート 2 隻、駆逐艦 1 隻が失われた。同チームは、攻撃
の段階においては、USVのようなロシアの水上アセットを複数、成功裏に攻撃した。

チーム 2 は無人システムの幅広い可能性を示した。同チームはターンごとに帆船型USVの大半
を展開し、海中探知を複数回達成した。同時に、HALE UAVおよびMALE UAVは複数の長距離
対艦ミサイルとの交戦において、主要な観測手として機能した。これらの無人プラットフォーム
は、精密攻撃や状況把握の維持を、主要な水上部隊を露出させることなく、容易にした。水中ター
ゲティングおよびC2は困難であった。また、現在の北極インフラではアセットへの再補給も困難
と考えられ、これによりハイノースにおける作戦を維持するにはインフラのアップグレードが不可
欠であることが示された。

4．沿岸警備隊のアセットは、戦闘前の段階においてエスカレーション管理に有用である。

各チームは、エスカレーションの段階で北極海航路を航行していた同盟国の船舶12隻を防護する
ために、沿岸警備艇を使用することを選択した。問題は、民間船舶を安全な海域に護送しようとし
ている軍艦を、ロシアが攻撃するかもしれないことである。エスカレーションの段階においては、
同盟国の海軍にとり、ロシアの北極圏海岸線沿いに行う民間船舶防護の任務と、ロシアの全ての海
軍艦艇、沿岸警備艇、RASを追跡しようとする目的とを完全に分けることは、困難となる。この
ため、ロシアのより攻撃的な行動を誘発する可能性がある。北極海航路は狭く、ロシアは厳重に監
視している。軍事シミュレーションにおいては、NATOの空軍力は遠くにあり、空母はGIUK
ギャップ又はノルウェー海の中心に位置しており、上空掩護は限られていた。その結果、民間船舶
に対し、中立国又は同盟国の北極圏の領海に向けて、凍結していない最短航路で分散して移動する
よう指示するという戦略を単に選択すれば、ロシアの攻撃に繋がる可能性がある。

5．将来の北極圏での戦争においては、有人システムは依然として重要である。

無人システムの利点にかかわらず、全てのチームは、海上拒否に焦点が置かれたハイブリッドお
よびエスカレーションの段階、および制海権に焦点が置かれた本格的な戦闘の段階のいずれにおい
ても、有人システムは敵軍に対抗する際に依然として重要である、と結論付けた。同盟国は、ロシ
アの北極圏における機動の自由を拒否することにより、制海権を得られるとともに、NATO軍に
よる移動およびSLOCの防御を確保できるであろう。ロシアは、おそらくバルト海、ノルウェー海
のいずれにおいても、攻勢に出ようとはしないであろう。しかしながら、北極圏はロシア海軍に代
替航路を提供するとともに、SSGNや長距離ミサイルといった戦略戦力の集結地であることから、
ロシアにとり重要であり続けるであろう。ロシアを成功裏に打ち負かすために、同盟国の軍は、ロ
シアがコラ半島周辺のロシアの潜水艦要塞防御のために北方に追いやられるよう、先んじて攻撃を
行い攻勢に出ることが推奨された。目的を達成するためには、ASW、バレンツ海やGIUKギャップ
といった主要な要衝における海上優勢・航空優勢、連続した監視およびターゲティングが不可欠と
考えられた。

SSPは音響的に複雑な大陸棚やフィヨルドにおいて優れており、魚雷による奇襲攻撃、機雷の敷
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設、アクセスの拒否には理想的である。「青」チームはSSPを使用して「赤」の水上戦力に多大な
損害を与えた。「青」チームはまた、SSPを使用してロシア海軍の動向、潜水艦の活動、および沿
岸防衛を秘密裏に監視した。小型潜水艦は海底作戦やインフラ破壊に適しており、偵察、ケーブ
ル・パイプライン・海底センサーへの影響などがその例として挙げられる。同艦艇はまた、前線の
中継点として機能することにより、サイバー ・電磁戦作戦を支援することができる。さらに、同
盟国は、SSPを水上・空中攻撃のためのリアルタイムのターゲティング・データを提供するために
使用したり、あるいはロシアのレーダーやミサイル発射基地への急襲を行う秘密の拠点として使用
したりすることができる。同艦艇は、防空システム、司令部、兵站拠点といった高価値目標に向け
巡航ミサイルを発射できるとともに、ロシアのA2/ADシステムに対し、水上艦を露出させること
なく精密攻撃を実施できる。

戦闘機、駆逐艦、フリゲートといった有人プラットフォームは破壊や交戦において重要な部分を
担い、空母航空団は航空優勢および水上打撃チェーンの双方において中心的役割を果たした。戦闘
機はチーム 2 による攻撃的交戦の約半数を担い、敵に与えた損害の半数以上を占めた。チーム 2 は
戦闘機と多くの攻撃的交戦を行い、空対空ミサイル、および長距離対艦ミサイルを大量に使用し
た。空母搭載のAEWCは、多くの場合、主要な観測手として機能した。チーム 1 では、戦闘機は
損害の約 5 分の 1 を占めた。フリゲートはチーム 2 の損害の約 3 分の 1 、チーム 1 の損害の約半分
を占めた。空母打撃群は攻撃において活動的であり、その影響力は大きかった。チーム 1 のSSBN
は、 1 件の海中探知を達成した。海上哨戒機は、駆逐艦又はフリゲートと共にキルチェーンにおけ
る主要な観測手として機能し、同航空機のターゲティングにおける役割が浮き彫りになった。複数
の駆逐艦とフリゲートの攻撃が「赤」の船舶に対し大きな損害を与えた。更なる無人システムを有
している同盟国の軍は、ISR、探知、ターゲティングの支援を行うであろう。チーム 2 は帆船型
USVとMUSVを使用し、成功裏に海中探知を達成した。チーム 1 は、与えた損害は僅かだったも
のの、長距離小型UAVで自爆攻撃を行い、チーム 3 はこれをキルチェーンにおいてターゲティン
グに使用した。

砕氷艦は紛争のハイブリッドの段階で有用であることが判明したが、戦闘の段階においては、ど
のチームも砕氷艦を有用とは考えなかった。これはおそらく、軍事シミュレーションが夏の海氷の
ない時期に行われたためと考えられる。作戦地域に海氷のある時期の戦闘においては、制海権を確
立するための複数の支援機能にとり、砕氷艦は重要であろう。砕氷艦は兵站の成功要因となること
ができ、補給艦や上陸作戦部隊が海氷で覆われた水域を移動するのを支援するとともに、氷下の
ASW作戦やセンサー展開のための航路を維持することができる。同艦艇はまた、無人空中システ
ムやISRセンサーを搭載できるとともに、他の有人艇が稼働できないような氷が密集した地域の前
線指揮の拠点として機能することができる。砕氷艦は、厚氷域におけるUUVやUSVの展開および
そこからの回収、自律型システムへのバッテリー充電や保守整備の提供が可能である。また、厚氷
域における乗員の回収や破損した船舶への支援にも不可欠である。

水上艦を効果的に操縦するのは氷のある地域では難しいことから、参加者の中には本格的な戦争
が起こり得るのかについて、疑問を呈する者もいた。たとえ砕氷艦を使用していたとしても、水
中・空中の脅威の格好の標的となると考えられた。通常、曳航式ソナーの機器を北極圏に展開する
のは、氷により破損しやすいことから困難である。北極圏の環境下では、ASWには、FDSといっ
た海底システムや、UUVおよび潜水艦といった海面と海底の間で使用されるシステムが最も適し
ている。海上哨戒機は、ヘリコプターから投下するソノブイは、比較的氷の少ない地域において探
知に使用することができる。
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全てのチームはセンサーを装備した哨戒艦艇のような水上艦を展開し、これが引き続き重要であ
ることを示した。そのような艦艇は、長距離・短距離防空、ISR、C2に使用できるとともに、敵軍
から更に遠く離れた海氷域との境界周辺にRASを展開する際にも使用できる。このような艦艇を
耐氷仕様にし防空能力を装備することにより、同艦艇は、海中防御を提供するUUVとの通信が確
保される限り、氷と遭遇する可能性がある地域において稼働できるようになり、生残性も向上す
る。 耐氷仕様にすることにより、水上艦の耐用年数は、北極圏の条件に対応した保守整備・修繕
施設が確保できる場合には、通常の艦艇と同様のものとなる。現在、氷が密集した地域における水
上艦とUUVとの間の通信は、困難となっている。しかしながら、有人システムと無人システムか
らなるチームを展開する有用性から、この通信上の問題は今後10年間のうちに解決される可能性が
ある。防空能力のある耐氷艦艇はまた、自艦とその他のアセットをロシアの航空機又は巡航ミサイ
ルから守ることができ、無人システム、兵站船、および砕氷艦に対する防空の傘を提供できよう。

沿岸警備カッター船は軍艦ではないが、小型船や破壊工作、又はハイブリッド戦術を抑止するこ
とができる。そのため、法執行の監督、哨戒の実施、対水上脅威への対抗には理想的である。同船
はレーダーおよび通信システムを装備し、周辺水域を監視するとともに、立入検査隊や近接警護の
ための小型武器の運搬ができる。このような性能により、沿岸警備カッター船は、エスカレーショ
ンを招くことのない抑止力により、民間船を護衛することが可能となる。もしもロシアが攻撃する
場合には、NATO第 5 条の集団防衛義務が発動されるためである。また、護衛任務のために沿岸
警備カッター船を数隻配備しても、ノルウェー海地域から必要不可欠なアセットをさほど多く移動
させる必要はないと考えられる。

加えて、チーム 1 は北極海航路沿いに監視船 1 隻を展開した。同船はその他の船舶のやや前方、
又は側方に配置され、脅威の有無を監視した。レーダー、ソナー、電子情報システムを装備してお
り、ロシアの潜水艦、水上艦、航空機をカッター船よりもはるか遠くまで探知できた。監視船はま
た、沿岸警備艇に対しリアルタイムで脅威の最新情報を提供でき、先を予測した操縦を可能とし
た。同船はロシアのターゲティング・システムに対してジャミングやスプーフィングを行うことが
でき、ロシアのミサイルや魚雷攻撃のリスクを軽減するとともに、カッター船、民間船、NATO
司令部の間で機密性の高いリンクを維持するための通信拠点として機能できた。監視船は軍艦より
も挑発的ではなかったが、同プラットフォームはそれでも、重要な情報と連携を提供した。同船の
前線への展開はリスクを伴っており、チーム 1 がエスカレーションの段階の第 2 ターンで北極海航
路に展開された監視船を失ったことにそれが示されていた。

6．将来の北極圏での戦争に備えるため、同盟国は新たなアセットを開発する必要がある。

北極圏の軍事シミュレーションの主な教訓は、この先数年はASW、ISR、ターゲティング、機動
性、継戦性といった点で困難が残る可能性が高い氷が密集した地域におけるハイブリッド戦および
本格的な戦争の脅威に対して、成功裏に対応するためには、潜水艦、無人システム、有人艇は全て
必要、ということである。軍事シミュレーションおよび夏期という設定等の戦争シナリオ上の制限
から、北極圏で効果的に活動するためには、次のような複数の技術的開発が必要であることが示唆
された。

◦�気候に強靭なインフラ
◦�耐氷多用途有人艇
◦�極地対応の海中監視、通信、ターゲティング・システム
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◦�戦域における目標の再定義が可能な自律型システム
◦�極地対応の衛星監視・通信システム
◦�無人システムの復旧技術
◦�極地対応の水上、海中、空中センサー
◦�極地対応の航空機
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これまでの分析に基づき、NATO同盟国とパートナー国は、北極圏における攻撃を防御および
抑止するために、多くの課題を有している。ロシアのウクライナにおける戦争はロシアの能力に損
害をもたらしているが、モスクワの戦略計画において北極圏の重要性が高まっている。主要国であ
り続けるために、ロシアは長距離極超音速・巡航ミサイルの開発に重点を置くとともに、北極圏に
おける拠点の増強やデュアルユース・インフラの拡張を行っている。これによりSSBN、SSGN、
SSNが稼働するスペースを作り出すとともに、同盟国のSLOCやISRに対抗する選択肢が生まれる。
ロシアは、その戦略的な重点により、北極圏において多大なハイブリッドおよび軍事的な脅威を突
きつけることが可能となっている。

増大する中国のデュアルユースのプレゼンス（衛星、極地対応の艦艇、科学・兵站のネットワー
クを含む）は、この脅威を増幅させ、ロシアと中国の戦略的協力への道を作り出している。中国の
貢献は、ロシアが北極圏における戦闘への準備が整った軍隊を維持する一助となっている。中国と
の合同演習は、両国が北極圏防衛と抑止に協力しており、ベーリング海で軍事紛争が起きる際には
相互に支援する用意があることを示している。バレンツ海地域においては、デュアルユース協力の
主要な部分に中国軍は公然とは含まれていない。しかしながら中国は、北極海航路沿いの港湾への
アクセスが得られるのであれば、北極圏全域においてロシアに頼らず自力で活動する能力を構築し
つつある。中国の優先順位に変化があれば、将来的にバレンツ海地域において軍事的役割を果たす
ことができる。

NATOとそのパートナー国は、いかにしてバレンツ海からベーリング海までの地域において信頼
し得る防衛と抑止を確立できるだろうか。簡潔に述べれば、過酷な条件の下で即応性を維持するた
め、NATO加盟国とその緊密なパートナー国は、強靭なセンシング・攻撃ネットワークを配備し、
氷の上下で有人・無人のチームを組み合わせ、産業・法的・政治的手段を連携させる必要がある。

統合抑止

最初の重点事項は、統合抑止アーキテクチャの構築である。そのようなアーキテクチャの要素の
一つは、複雑な核の脅威を軽減するためのバレンツ海・ベーリング海双方の側面における戦略ミサ
イル防衛である。北極圏の双方の端で地上配備型・海上配備型弾道ミサイル防衛を組み合わせるこ
とにより、これを達成できる。バレンツ海側のグリーンランド東部においては、早期警戒・追跡・
キューイングのための沿岸レーダーおよび識別センサーが必要である。同盟国は、グリーンランド
と北極点に対する監視の空白を埋めるために、これらを更に強固な宇宙ISRの層に統合することが
できる。ベーリング海側では、米国とカナダはその弾道ミサイル防衛の近代化を継続すべきであ
る。さらに同盟国は、日本と韓国の海上配備型ミサイル防衛を同盟国の演習に含めることにより、
太平洋─北極接近経路においてロシアと中国が核に関するシグナルを発するのを困難にする必要が
ある。

ミサイル防衛の向上に加え、同盟国は、C2のための強靭な衛星通信、高緯度におけるGPSの精
度・航法・同期運用を向上させるための強靭な測位・航法・計時を開発する必要がある。このよう
な近代化には、 1 つの層が損なわれた際でもカバレッジを確保するため、全地球に対応するための

今後の課題6
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対地同期軌道衛星、極地対応のための低軌道衛星、航法のための中軌道衛星の組み合わせを含むこ
とが考えられる。また、近代化への取り組みにおいては、周波数ホッピング、暗号化、ターミナル
の強化等の電波妨害対策措置も開発すべきである。最後に、同盟国とそのパートナー国は、地上局
ではなく衛星ダイレクト通信を利用する必要があり、 1 つのリンクが妨害されても他の経路に切り
替えてデータを送信できるよう、メッシュネットワークを実現する必要がある。そのような近代化
の取り組みにより、同盟国は混乱の際にもC2を維持することが可能となるであろう。

また、統合抑止アーキテクチャに、海中ドメイン認識および要塞封じ込めを含むことも考えられ
る。海中ドメイン認識を向上させるため、同盟国は、固定された海底アレイ、音響トリップワイ
ヤ、展開型UUV中継装置、ロシアや中国の潜水艦を探知・追跡するためのUSV・UUVによる持続
的な哨戒を通じて、海底から宇宙までのセンサーアーキテクチャを拡張することができる。要塞封
じ込めのためには、ロシア軍をロシアのバレンツ海要塞周辺や北太平洋のオホーツク海に封じ込め
る必要があろう。これにより、ノルウェー海やベアーギャップへ出てくることを防ぎ、ロシアが
SSBNの聖域を拡張するコストを引き上げることになろう142。

新たな軍事力の設計

第 2 の重点事項は、有人・無人のチームを何層にも重ねた軍事力の設計の実装である。無人シス
テムを敵軍の探知、追跡、破損、破壊のために用い、果断な行動とC2に優れている有人の潜水艦、
水上戦闘艦艇、航空機がこれを支えるような設計となる。

軍事力の設計において、海中の層には 3 つの要素を含める必要がある。小型・中型・大型の
UUVにより、政治的に実現可能であれば、秘密裏のISR、バリア哨戒、兵器の発射を実施できる。
同盟国は、バレンツ海やオホーツク海の要塞の側面、バレンツ海やベーリング海接近経路にある要
衝の周辺、GIUKギャップにおいて、伏撃（待ち伏せ）・任務遂行・抑止のためにSSNやSSK攻撃型
潜水艦を利用できる。氷下での通信と航法を確保するため、軍事力の設計は、音響モデム、光／音
響ハイブリッドリンク、GPS又はその他の衛星信号が利用できない時のための地形補助航法・慣性
航法、耐氷性のあるドッキングおよび充電の拠点への投資を必要としよう。

水上の層においても 3 つの要素を含めることが考えられる。最初の要素は、曳航式アレイ、可変
深度ソナー、魚雷、強固な自衛を備えたASWフリゲートおよび駆逐艦とすることが考えられる。
第 2 に、多用途耐氷船は、防空、ISR、C2の機能を備えたドローンを搭載できる。このような艦艇
は海氷域との境界で運用され、UUVやUSV展開・回収の前線の拠点として機能する。第 3 の要素
は、持続的なISR、掃海作業、電磁戦、音響探知のためのUSVとすることが考えられる。無人水上
艇は、有人艦へのリスクを軽減するのに役立つであろう。

空中の層には、広範囲の海上哨戒機、ソノブイ・フィールド、キルチェーン・キューイングを含
めることが考えられる。ディッピングソナーや魚雷を備えたASWヘリコプターにより、セン
サー ・シューターのループを短縮することができる。また、同盟国は厳しい気象条件下における
広範な監視、通信中継、持続性のために、HALEおよびMALE UAVを使用するであろう。

サイバー ・電磁戦における強靱性を得るためには、ジャミング、スプーフィング、サイバー攻
撃に耐えられるよう強化されたドローンやC2ネットワークが必要となろう。C2アーキテクチャは、
通信が遮断された場合でも減少した能力で軍が引き続き機能できるよう、設計される必要がある。
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兵站と継戦性のためには、事前集積予備部品、耐氷型給油艦および補給機能、寒冷地のための緊急
修繕施設、ドローン用のモジュラーペイロード・サポートが備えられた前方作戦基地を、北極圏内
又は周辺に設置する必要がある。

合同演習

第 3 の重点事項は、演習の実施、戦力態勢の調整、エスカレーション管理である。ベーリング海
と北太平洋地域を繋ぐ演習と、バルト海と北極圏を繋ぐ演習は、ロシアと中国の北極圏、バルト
海、北太平洋地域における演習を反映したものとなる。また、このような演習は、敵対国が戦争を
開始する場合には直ちに対応する準備と意思を示すことにもなる。同盟国はそのような演習を、バ
レンツ海のロシアの要塞防衛周辺でロシアのEEZ内や、ロシアの太平洋潜水艦基地およびロシアと
中国を繋ぐ戦略インフラに近いオホーツク海・日本海周辺で実施することが考えられる。演習によ
り、北極圏やその周辺地域において米国およびその同盟国に挑むコストが増大することになろう。
演習には、北極圏のバレンツ海側とベーリング海側の双方から北欧諸国と北太平洋諸国を参加させ
ることにより、北極圏全域における結束と相互運用性を示すことも考えられる。このような攻勢的
手段は、ロシア─中国の行動と同等のものであるが、エスカレーションを引き起こす可能性があ
る。しかしながら、インフラに対して武力を行使する意思、および相手側の戦闘力を攻撃する能力
を示すため、より積極的な戦力態勢が必要と思われる。

同盟国がISRやASW演習をロシアの要塞周辺およびロシアのEEZ内で実施する場合、エスカレー
ション管理が重要となる。これには、明確なROE、メッセージング、接近遭遇時に不慮の事態を
避けるためのロシアと中国へのホットラインを含むことができる。加えて、演習計画には法的事項
に関する付属文書を含めることが考えられ、これによりどの活動が国際法上許容されているかを定
めることにより誤算を軽減し、条約の遵守を確保するとともに、エスカレーションの閾値を明確に
示すことができる。外交に関する付属文書においては、敵対国とのコミュニケーション戦略、意外
性を避けるための通知手順、演習の防衛的性質を説明しパートナー国を安心させる情報発信を提供
することができる。

潜水艦の探知と追跡

第 4 の重点事項は、平時の潜水艦探知・追跡の実施である。米国、英国、ノルウェーは、既に相
互運用可能な潜水艦、海上哨戒機、無人システムを配備している。しかしながら、グリーンランド
東部沿岸部全域、ノルウェー海およびバレンツ海、GIUKギャップにおいて、そのネットワークは
十分に密なもの又は信頼し得るものであるとは言えない。いくつかの能力は、この空白を埋めるの
に寄与する。飛行甲板と格納庫を備えた耐氷哨戒艦艇、ISR・ASW・海氷域との境界におけるター
ゲティングのためのドローンは有用であろう。同盟国は持続的なISRや音響監視のためにUSVを使
用できる。最新のセンサーや兵器を備えたフリゲートは、海上哨戒機やヘリコプターと共に、迅速
な遂行を担うことができる。同盟国間でのデータの融合と安全な共有は、クロスドメイン警備を用
いて追跡状況に関する共通認識を確立する上で不可欠であり、これによりロシアの潜水艦活動に対
する抑止が大幅に強化されるであろう。

北極圏のベーリング海側において、日本と韓国は大型UUV、海上哨戒機、海上配備型ミサイル
防衛を用いて、ロシアと中国の潜水艦活動に対するISRとASWを強化できる。特に同盟国は、 2 つ
の戦域全域にわたる強固なドメイン認識を確立するために、北太平洋からベーリング海を通るISR
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チェーンを構築する必要がある。

産業力

第 5 の重点事項は、産業協力と産業力の拡大である。同盟国とそのパートナー国は、現存する生
産拠点と特化したサプライチェーンを活用する必要がある。例えば、北欧諸国は耐氷哨戒艦艇を建
造するノウハウがあり、日本と韓国は最新の大型UUVを生産できる。ICE協定では既に砕氷艦製造
の協力が開始されている。そのような取り組みによりデュアルユース・軍事生産を拡張でき、共通
インターフェース、予備部品の共有、配備の迅速化およびライフサイクルコスト削減のためのト
レーニングパイプラインに重点が置かれることになる。

同盟国間の不一致の解決

第 6 の重点事項は、法的・政治的不一致、特に北西航路と航行の自由に関するものを解決するこ
とである。ロシアの北極海における権利の主張により、多年氷海域における砕氷艦および多用途耐
氷艦艇のプレゼンスが増大する可能性が大いにある。同盟国はこれに応じて、同地域において同様
の能力を備えたより大きなプレゼンスを維持する必要があり、最新の宇宙能力とも連携させる必要
がある。カナダとデンマークはロシアと競合する権利を主張していることから、このようなプレゼ
ンスに貢献するのに明らかに適任である。北極海に領土を有する北極圏の国家として、同地域にお
けるプレゼンスを確保するために、米国は連携した作戦へ参加することに明白な利益を有してい
る。カナダは、カナダの北西航路沿いのプレゼンスを増大させる必要がある。ここでの航行は、

（北極海航路が通っている）北東航路よりもはるかに困難ではあるが、政府が砕氷艦やヘリコプ
ター等のアセットを提供して支援を行えば、商業ルートの構築も可能かもしれない143。

この地域を哨戒する連携した取り組みにより、米国、カナダ、欧州の間で見られる北西航路が内
水、国際水域のいずれであるかという法的地位についての不一致についても解決する必要がある。
これを解決することにより、実務における協力は公的な法的紛争よりも優先すると示すこととな
り、同盟国の抑止を支え、エスカレーションを避けることになろう。北西航路はカナダの北極諸島
を通ることから、カナダによる同航路は内水であるとの主張は、ロシアによる北極海航路は内水で
あるとの主張よりも、より強い法的根拠を有している。しかしながら、本件を国際司法裁判所へ提
訴したり、当該海路沿いに航行の自由を実施したりすることにより緊張を高めるのは、避けるのが
最善である。それに代え、北西航路航行において同盟国が連携すれば、同盟国の防衛と抑止は同盟
内部の法的紛争に優先する旨を示すことになろう。ロシア又は中国が北西航路を航行しようとする
場合、米国とカナダは共同監視を実施し、安全および環境規則を執行する態勢を維持し、時期尚早
な法的対立を惹起することなく団結と能力を示す必要がある。北西航路の法的地位に関する不一致
を抑えることにより、同盟国が北極海航路等で合法的な作戦を実施する際、同盟国の信頼性が強化
されることになろう。

バルト地域と北極圏とを繋ぐ

第 7 の重点事項は、バルト海地域を北極圏と繋ぐことである。これは、北太平洋とベーリング海
地域と同様に、ロシアの戦略計画と作戦が次第に両者を統合していることによる。ここでは、ス
ウェーデンの潜水艦、フィンランドの機雷戦艦艇、両国の航空戦力により、戦時にロシアのバルト
海へのアクセスを拒否できるとともに、ロシアが北極圏で支援活動を実施するのを防ぐことができ
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る。同様に、戦闘機と共に、スウェーデンの潜水艦戦力とデンマークの水上艦はエーレソンで第 2
次防衛線を構成し、ロシアが北海や北極圏に進出するのを防ぐ。ハイノースにおける演習は、これ
により戦時におけるロシアのアクセスを阻止する態勢を示すことができるとともに、抑止として機
能すると考えられ、ロシアによる攻勢作戦のコスト計算を変える可能性がある。さらに、フィンラ
ンド、スウェーデン、デンマークの戦力態勢統合は、連携した作戦のための明確な季節ごとの計画
や資源配分のトレードオフを伴うことにより、抑止を向上させ、ロシアの費用便益計算を困難にす
るであろう。

中国への対応

第 8 の重点事項は、北極海航路全域における中国のデュアルユースの拡張、および北極海航路沿
いの港湾アクセスが得られる場合には北極圏全域にわたり自力で航行できる中国の能力への対応で
ある。北極圏におけるロシア・中国間の民間・軍事協力が強化されたことにより、中国のプレゼン
スは増すことになる。中国は、たとえロシアが国内の政情不安により混乱する事態となっても、北
極圏全域で活動できることを確保しようとしている。北極圏における中国の非軍事・軍事的活動の
レベルと役割は増大している。そのため、米国とその同盟国は、その進展を監視するために、北極
海航路沿いにデュアルユースのプレゼンスを確立する必要がある。そのようなプレゼンスには水路
測量、緊急対応、海上の安全を含めることが考えられ、それにより活動の監視や航行に関する国際
規範の形成を促進することができる。

複数の同盟国は、中国の北極圏進出への対応に寄与する取り組みを既に開始している。韓国は、
耐氷型コンテナ船の建造計画や北極海航路におけるコンテナ航路の開通計画により、ISPの空白を
埋めるのに最適な位置にいる。加えて、韓国のコンテナ航路は、ロシアの海岸線沿いの航行の自由
を示す上で役立つことになろう。日本もまた、北極海航路における海運計画を作成中であり、これ
は同様の目的に資することができよう。このような進行中の計画の他、同盟国の宇宙・海上センシ
ング能力を連携させ、北極海航路に沿って異常な活動を分析するとともに、海洋状況把握を維持す
ることにより、増大する中国のプレゼンスへの対応を強化することになろう。

実施のスケジュール

NATO同盟国とそのパートナー国は、上記の重点事項のいくつかを数年の内に実現できる。短
期的には、海底アレイ、展開型USV、UUV配置による監視、海上哨戒機・ヘリコプター ・フリ
ゲートの即応戦術により、ISRの空白を軽減できる。クロスドメインデータ融合もまた、政治的な
意思があれば、日本や韓国との演習ベースでの統合とともに短期的な目標となり得る。兵站の側面
については、耐氷型の補給機能、事前集積予備部品、寒冷地用の補修キットは、数年の内に利用可
能となる。

その他の重点事項は、実現に 2 年から 5 年を要する。これには、多用途耐氷船、大型UUV、
USV群、氷下の通信・航法拠点の配備、宇宙強靱性の拡張が含まれる。産業共同生産ライン、共
通のインターフェースおよび訓練もまた、構築に最大 5 年を要すると考えられる。

最後に、実装に 5 年から10年を要する長期的重点事項には、海底から宇宙までのアーキテクチャ
の成熟、有人・無人のチームの拡大、混乱した状況でも機能できる分散型C2が含まれる。
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結論

信頼し得る北極圏の抑止は、産業力と政治的一体性に支えられた何層にもわたるセンシング、有
人・無人のチーム、強靭な兵站および宇宙システムにかかっている。段階的な投資、的確な運用、
法的・政治的摩擦の適切な管理により、米国とその同盟国は、北極圏において威圧や紛争を検討し
ている相手のリスクやコストを増大させることができ、同時に航行の自由を維持し、全面的な戦争
を避けることができる。米国とその同盟国は、多くの北極圏の能力を迅速に開発する必要がある。
更に困難なことに、米国は北極圏全体に広がる関心を有する唯一の同盟国である。本研究は、信頼
し得る抑止と防衛を構築するには、防衛力態勢および調達に関する同盟国の協力が必要であること
を示している。こうした取り組みは、過酷な条件下で長距離にわたり使用される限られた高コスト
能力が、本格的な戦争に備えた信頼し得る態勢を構築することを確保するであろう。このような方
法によってのみ、米国は、北極圏における軍事力態勢を拡張することを検討している相手のリスク
とコストの計算を変えることが可能となるのである。
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地名についての日英対照表

英語 日本語

BARENTS SEA バレンツ海

NORWEGIAN SEA ノルウェー海

Northern Sea Route 北極海航路

GREENLAND SEA グリーンランド海

NORTH ATLANTIC OCEAN 北大西洋

DENMARK STRAIT デンマーク海峡

Northwest Passage 北西航路

LABRADOR SEA ラブラドル海

DAVIS STRAIT デービス海峡

BAFFIN BAY バフィン湾

KARA SEA カラ海

ARCTIC OCEAN 北極海

North Pole 北極点

HUDSON BAY ハドソン湾

LAPTEV SEA ラプテフ海

Minimum Ice 最小海氷域

EAST SIBERIAN SEA 東シベリア海

BEAUFORT SEA ボーフォート海

SEA OF OKHOTSK オホーツク海

NORTH PACIFIC OCEAN 北太平洋

BERING SEA ベーリング海
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略語

A2/AD	 接近阻止・領域拒否
AEWC	 早期警戒管制機
AIP	 非大気依存推進
AIS	 自動船舶識別装置
ASW	 対潜水艦戦
C2	 指揮統制
EEZ	 排他的経済水域
EO/IR	 電子光学および赤外線
FLF	 前方陸上部隊
GDP	 国内総生産
GIUK	 グリーンランド─アイスランド─英国
GPS	 全地球測位システム
HALE	 高高度長時間滞空型
ICE協定	 砕氷船協力協定
ISR	 情報収集・警戒監視・偵察
LNG	 液化天然ガス
MALE	 中高度長時間滞空型
MASC	 モジュラー式水上攻撃艇
MCLCC-N	 北部複数軍団陸上構成部隊司令部
MPA	 海上哨戒機
MUSV	 中型無人水上艇
NATO	 北大西洋条約機構
NORAD	 北米航空宇宙防衛司令部
OBBBA	 「一つの大きく美しい法案」
RAF	 英国空軍基地
ROE	 交戦規定
SLOC	 シーレーン
SSBN	 弾道ミサイル搭載原子力潜水艦
SSGN	 巡航ミサイル搭載原子力潜水艦
SSN	 攻撃型原子力潜水艦
SSP	 非大気依存推進潜水艦
sUAV	 小型無人航空機
sUSV	 小型無人水上艇
TKMS	 ティッセンクルップ・マリン・システムズ
UAV	 無人航空機
USV	 無人水上艇
UUV	 無人潜水艇
vsUSV	 超小型無人水上艇
XLUUV	 超大型無人潜水艇
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